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国内の全ての大学、高専、大学共同利用機関（2009 年 4 月時点）と、自ら科学技術研究に従






































































































（注 1）2008 年度末までに設立されたベンチャーのうち、設立年の判明したベンチャー（大学発 1954 社、独法発 154 社）が対象。 








図表-2 ベンチャーのある大学数の推移/設立累計別ベンチャー設立数の推移  


































































































































は 20 社（設立累計に対して 1.0％）、企業売却した企業は 37 社（同 1.9％）、清算や休眠（最後の
登記から 12 年経たもの）した企業は 109 社（同 5.6％）である（本編図表 2-9-2）。 
 株式公開した企業では、教員発、国立大学発、ライフサイエンスが多い。また、株式公開し






 独法発ベンチャーでは、株式公開した企業は 0 社、企業売却した企業は 3 社（累計 154 社




始めた 2006 年度以降も株式公開が続いている。一方、清算や休眠は 2002 年度以降ほぼ毎年








































































（注）棒グラフは設立年度の判明している 1954 社が対象。折れ線グラフは変化のあった年度が判明している 147 社が対象。 
 2
 近年国立大学発や教員発ベンチャーで清算や廃業が増えている（図表-4）。 
図表‐4  大学発ベンチャーの清算・廃業・解散/休眠件数の推移 













































 大学発ベンチャーの設立から株式公開までの経過年数は平均 5.8 年、清算・廃業・解散ある
いは休眠までは平均 3.6 年、企業売却までは平均 4.2 年である。 









図表‐5  大学とベンチャーの現在の関係（設立年数別） 


































































































国内の全ての大学、高専、大学共同利用機関（2009 年 4 月時点）および自ら科学技術研究に






図表‐6  意識調査のグループ分類方法 
 
(注)特許出願件数、企業との共同/受託研究件数はそれぞれ以下の出所からデータを抽出した。 
【大学分】 文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課「産学連携等実施状況調査」平成 16-20 年度分 





 ベンチャー設立実績がある B グループでもベンチャー創出支援に組織的に取り組んで
いる大学等は 54.4％に留まっている。 
 
図表‐7  産学連携活動・知財活動/ベンチャー創出・成長支援への取組状況 












































 大学等でのベンチャー支援人数の平均は 2.4 名である。ベンチャー支援人材がいる大学等
のうち、外部の専門人材を雇用せず、内部人材だけでベンチャー支援に対応している大学等
は 68.0％を占める（本編図表 4-5-3）。 


































産学連携に積極的な研究者を対象に郵送アンケート調査を実施した（2008 年 11-12 月）。対象
となる研究者は、共同研究や特許出願、ベンチャー設立累計が相対的に多い大学等（60 機関（国
立大学：35 大学、公立大学：2 大学、私立大学：20 大学、独法：3 機関）に所属する研究者（各 10















表 5-3-2、5-3-3、本編 5-4-1～5-4-5）。 
 
図表‐8 産学連携に積極的な研究者による産学連携関連の公的研究費の活用状況 
















































                                                  







図表‐9  特許権の譲渡・ライセンス経験と主要な相手先  


























































































































































































場として東証マザーズ、ナスダック･ジャパン（2002 年 12 月から大証ヘラクレスへ）が創設され、こ





















































 調査の背景と報告書の構成 文部科学省科学技術政策研究所では 2007 年度より大学等発ベンチャーの設立状況を調査するとともに、大学等におけるベンチャー支援や産学連携活動状況等を調査してきた。今回は 2009年度に実施した 3回目の調査結果を、第 2章、第 3章、第 4章でまとめている。 また、今回は従来調査に加えて、別途、産学連携に積極的な研究者を対象に 2008年度に実施したアンケート調査の分析も追加的に行い、その結果を第 5章にまとめている。 以下に各調査の特徴を示す。  （１）大学等発ベンチャーの現状に関する調査 ⇒ 第 2 章、第 3章 わが国における大学等発ベンチャーの設立状況については 2007 年度より毎年、ほぼ同じ調査項目で継続的に調査している。今回の調査結果は2008年度末時点までの大学等発ベンチャーの設立状況をまとめたものである。第 2 章では大学（大学、高専、大学共同利用機関）発ベンチャーの状況を、第 3章では独法発ベンチャーの状況をまとめている。 今回の調査ではこれまでの調査と同様ベンチャーの設立状況について分析するとともに、設立後の状況についても詳細な分析を加えている。具体的には「株式公開」、「企業売却」、「清算・廃業・解散あるいは休眠」したベンチャーの状況に着目し、これらベンチャーの特徴を明らかにするとともに経年分析も行っている。  （２）産学連携・大学等発ベンチャー支援に関する意識調査 ⇒ 第 4 章 大学等におけるベンチャー支援や産学連携の活動状況についての調査は、毎年一部調査トピックを変えて実施している。2009年度調査では新たな調査トピックとして、「産学連携や知財活動の業績評価」と、「2008 年夏以降の景気悪化による産学連携の変化」を取り上げている。今回は分析にあたって回答機関を企業との共同/受託研究件数、特許出願件数、ベンチャー創出実績を踏まえて 4つのグループに分類したうえで、比較分析した。  （３）産学連携に積極的な研究者の産学連携・知財活動に関する調査 ⇒ 第 5 章 2008 年度に実施した産学連携に積極的な研究者へのアンケート調査（600 名が対象）結果2を用いて大学等発ベンチャーに関与する研究者に着目した分析を別途行った。アンケート調査結果をベンチャーに関与する研究者と関与していない研究者に区分して、産学連携や特許活動の実績、意識の違いについて比較分析を行った。    
 
                                                  
2
 研究者へのアンケート調査結果については、すでに NISTEP REPORT No.127「産学官連携と知的財産の創出・活用報告書」（2009年 3月）に一部発表済みであるが、本報告書では先の報告書とは異なる分析枠組みでアンケート調査の分析を行っている。 
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 本報告書で使用する主な用語 用語 定義 大学  「国公私立大学（短期大学は含まない）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関法人」を指す。 大学等  「大学（大学、高等専門学校、大学共同利用機関）および独立行政法人研究所、国立試験研究機関」を指す。 大学（等）発ベンチャー  「大学（等）における教育研究に基づく技術やビジネス手法をもとにして新たに設立したベンチャー」を指す。 大学（等）発ベンチャーの要件（下記の 4つの区分のうち、１つ以上に該当する必要） 
（１）大学（等）の教職員・研究職員・ポスドク（教職員等）、学生・院生（学生等）を発明人とする特許をもとに起業したもの（２）（１）以外の大学（等）で達成された研究成果または習得した技術に基づいて起業したもの





















































   1.1 調査の狙い 本調査の狙いは大学等発ベンチャーの設立状況を明らかにすること、産学連携や大学等発ベンチャー支援に対する大学等の意識を明らかにすること、また大学等発ベンチャーに関与する研究者の特徴を明らかにすることである。  1.2 調査方法・対象 1.2.1 大学等へのアンケート調査 国内の大学等に対してWEB でのアンケート調査を 2009 年 7 月から 8 月にかけて実施した。 調査対象は2009年4月時点で存在する全ての大学（国公私立大学、大学共同利用機関法人、国公私立高等専門学校）821 機関と、自ら科学技術研究に従事している独立行政法人研究所（以下、「独法」という。）と国立試験研究機関の41機関3の計862機関を対象としている（図表1-1-1）。 アンケート調査は 2 部構成で、大学等発ベンチャーの設立状況の把握を目的とした調査票 A（大学等発ベンチャーの現状に関する調査）と、大学等発ベンチャー支援、産学連携に関する意識調査の調査票B（大学等発ベンチャー支援、産学連携に関する意識調査）の2つからなる。図表1-1-1で回収率を見ると、調査票Aでは750件の回答を得（回収率は87.0％）、調査票 Bでは730件の回答を得た（回収率は 84.7％）。国立大学からは調査票 A、B ともに 100％の回答を得た。  図表 1-1-1 アンケートの対象と回収率  
対象 回収 回収率 対象 回収 回収率国立大学法人 86 86 100.0% 86 86 100.0%公立大学 76 67 88.2% 76 67 88.2%私立大学 591 508 86.0% 591 492 83.2%大学共同利用機関法人 4 4 100.0% 4 4 100.0%高等専門学校 64 60 93.8% 64 60 93.8%大学　計 821 725 88.3% 821 709 86.4%独立行政法人研究所 30 20 66.7% 30 17 56.7%国立試験研究機関 11 5 45.5% 11 4 36.4%独法・国研　計 41 25 61.0% 41 21 51.2%合計（大学等） 862 750 87.0% 862 730 84.7%
機関種別 調査票A 調査票B
 （注）2009年 8月時点での機関区分で集計した。ただし、第2章の大学発ベンチャーの設立状況の分析では2008年 3月末時点での機関区分に従って分析している。 
                                                  
3
 平成 18年度科学技術要覧で科学技術振興予算を計上し、自らの研究のために支出している機関。 
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1.2.2 産学連携に積極的な研究者へのアンケート調査 産学連携活動等が活発な機関（60 機関）に所属する、産学連携や知財活動に積極的な研究者（以下、「産学連携に積極的な研究者」と呼ぶ。）600 名に対して大学の産学連携部門、知財部門を介して郵送アンケート調査を実施した。 実施期間は 2008 年 11 月から 12 月で、500名から回収し、回収率は 83.3％となった。 研究者への調査に先立って、３つの指標（（A）2003-07 年度共同研究件数累計、（B）2002-06年度特許出願件数累計、（C）2007 年度末時点でのベンチャー設立累計数）を用いて、以下の方針により産学連携活動等が活発な機関を 60 機関抽出した（図表 1-1-2）。 【産学連携等の活発な機関の抽出】 ① 共同研究件数累計（A）が 20 件以上のみを抽出 ② 国立大学、公立大学、私立大学、独立行政法人別に区分し、各区分で共同研究件数累計（A）、特許出願累計（B）、大学等発ベンチャー累計（C）が相対的に大きい機関を抽出 ③ 規模以外の要素として、大学の属性、地域性を考慮して最終決定  図表 1-1-2 産学連携に積極的な研究者の所属機関（産学連携等が活発な機関） 






  アンケート対象となる産学連携に積極的な研究者の選定は、60 機関の産学連携部門や知財部門の各担当者に以下の指針を提示したうえで、1 機関 10名の選定を依頼した。 【産学連携に積極的な研究者の選定の指針】 ① 企業との共同研究に積極的に取り組んでいる研究者 ② 発明人となった特許件数が多い研究者 ③ 大学等発ベンチャーに積極的に関与している研究者 
15
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1.3 調査体制 本調査は文部科学省科学技術政策研究所第 3 調査研究グループが実施しているが、アンケート調査の実施にあたっては、文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課 技術移転推進室の協力を得た。また有識者から助言を受けることにより効果的な調査分析を行うため「大学等発ベンチャー調査アドバイザリー委員会」を科学技術政策研究所内に設置している。本報告書のとりまとめにあたって 2010 年 1月 20日に委員会を一度開催した。委員構成を下記に示す。 





    本章では 2009 年度に大学等に行ったアンケート調査（大学等発ベンチャーの現状に関する調査）で判明した 2008 年度末時点までの大学発ベンチャーの国内の設立状況について分析を行う4。独法発ベンチャーの設立状況は第 3 章で別途分析する。以下で集計対象とした大学（独法）発ベンチャーとは「大学（独法）における教育研究に基づく技術やビジネス手法をもとにして新たに設立したベンチャー」を指す。分析の前に第２章、第３章でのベンチャーの集計にあたっての注意点を以下に示す。  ■ 第２章、第３章でのベンチャーの集計での注意点 ① ベンチャー設立数、設立累計は 2009 年度調査結果のみに基づいている 今回の分析は2009年度に実施した大学等へのアンケート調査結果に基づいており、2007年度、2008 年度同様に実施した調査結果との連続性はない。本調査では大学等からのベンチャーの報告に基づいてベンチャー数を確定しているが、大学等は以前に設立されたベンチャーを、最新の調査で遡って報告する場合がある。そのため、最新の調査で判明した各年度のベンチャーの設立数は、過去の調査で判明した数を上回る場合がある。  ② 分析内容によって集計の基とするベンチャーの設立累計数が異なる 大学発ベンチャーの中には複数の機関が関与したベンチャーがあることから、機関別のベンチャー設立累計を合算すると、実際のベンチャーの設立累計（大学発ベンチャーは 1963社、独法発ベンチャーは 154 社）を上回る。 本報告書では「設立累計・設立数の推移（2.1/3.1）」、「分野・業種(2.5/3.2)」はベンチャー別の設立累計、すなわち実際のベンチャー設立累計で集計した。これ以外は原則、機関別のベンチャー設立累計を合算した件数（大学発ベンチャーは 2090社、独法発ベンチャーは 156社）で集計した。ただし、大学発ベンチャーの「設立後の変化（2.9）」でも一部、ベンチャー別の設立累計（1963 社）を用いて分野別の集計をしている。   





2.1 設立累計・設立数の推移 大学発ベンチャーの設立累計は2008年度末時点で 1963社である。このうち、設立年度が判明したベンチャーについて、設立数の推移を図表 2-1-1 に示す。大学発ベンチャーの設立数は2004、2005 年度の 252 社がピークで、以降年を追うごとに減少している。2008 年度の設立数は 90社と前年度比で約 55％となっている。  図表 2-1-1 大学発ベンチャーの設立数の推移  
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2.2 ベンチャーを設立した大学数 大学発ベンチャーの設立数が減少しているが、ベンチャー設立のある大学数にも経年で変化があるのだろうか。 2008年度末時点でベンチャーが設立されている大学は221大学ある。図表2-2-1に「①ベンチャーの設立があった大学数」、「②①のうち、初めてベンチャーの設立があった大学数」を、ベンチャーの設立数の推移とともに示した。 この結果を見ると、設立数の増減とベンチャーの設立があった大学数はほぼ連動している。ベンチャー設立のあった大学数は 2003 年度が 96 大学で最も多く、初めてベンチャー設立のあった大学数も 27大学と最多であった。一方、2008年度にはベンチャーの設立があった大学数は52大学、初めてベンチャーの設立のあった大学数は2大学となった。なお2008年度にベンチャーが設立されている大学のうち、5社以上の設立の報告があったのは東京大学（7社）、九州大学（6社）、筑波大学（5 社）、光産業創成大学院大学（5 社）の 4 大学であった。 
 図表 2-2-1 ベンチャーを設立した大学数と設立数の推移  
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2.3 設立累計別 2008 年度末時点の設立累計別を基に「1～3 社」～「50 社以上」まで 6つの区分に大学を分け、ベンチャーの設立された大学数と設立累計数との関係を示した（図表 2-3-1）。 図表 2-3-1 を見ると、ベンチャー設立累計の多い少数の大学から多くのベンチャーが設立されていることがわかる。設立累計「50 社以上」のベンチャーを設立した大学はベンチャーの設立された大学全体の 4.1％（9 大学）であるが、これら大学から大学発ベンチャー全体の 34.4％（714 社）が設立されている。一方、ベンチャー設立累計「1～3 社」の大学はベンチャーの設立された大学全体の 54.3％（120 大学）を占める。しかし、これら大学から生まれたベンチャー数は大学発ベンチャー全体の 8.9％（187 社）にとどまる。 



























































次に当該年度にベンチャーの設立された大学数の推移を設立累計別に比較した（図表 2-3-3）。①では大学数を実数で示し、②では各区分での大学数（N数）を 100 として大学数の割合を示した。この結果によると、ベンチャー設立累計の多い「50 社以上」（9 大学）や「30～49 社」（8 大学）の大学は数自体が少ないが、これら大学からは継続的にベンチャーが設立されてきた。累計「50 社以上」の大学は 1998 年度以降 2008 年度までは 9大学すべてからベンチャーが設立されている。 しかしながら、先に図表 2-3-2 で見たようにベンチャー設立累計の多い大学でもベンチャー設立は大幅に減っていることから、これら大学でも新たにベンチャーを設立する機会が低下しつつあると考えられる。 一方、設立累計「1～3 社」（120 大学）や「4～9 社」（49 大学）の大学数は多いが、これら大学数は経年で増減が激しく、2007 年度から 2008 年度にかけて大きく減少している。ベンチャーの多い大学と比べると、これらの区分の大学でベンチャーの設立があった大学数の割合は経年にわたって小さい。設立累計「1～3 社」の大学（120 大学）での大学数の割合は、多くても 20％程度である。 



























2.4 機関種別  図表 2-4-1 に大学発ベンチャーの機関種別での大学発ベンチャーの設立の有無を示す。ベンチャーがある機関は、国立大学では 81．4％あり、公立大学（33.3％）、私立大学（18.1％）に比べてベンチャー設立実績のある機関が圧倒的に多い。 



















図表 2-4‐2 機関種別ベンチャーの設立状況  

































































 （注）機関別のベンチャー設立累計を合算した数（2090 社）を基に集計。 
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次に図表2-4-2で機関種別の大学発ベンチャーの設立状況を示す。①を見ると、国立大学から64.4％、私立大学からは 29.2％のベンチャーが設立されている。②を見ると、ベンチャーの設立累計1～3社以下は公立大学では64.0％、私立大学では69.2％と多いが、国立大学では15.7％にとどまる。 国立大学では約 50％が 10 社以上のベンチャーがあり、50 社以上のベンチャーがある大学も10.0％含まれている。したがって、わが国の大学発ベンチャーの主な供給源となっているのは、国立大学である。しかしながら、③で示されているように国立大学では 2004 年度の 175 社をピークに以降、設立数が大幅に減少している。ただし、④からわかるように、国立大学発ベンチャーのシェアはほぼ一定で、2004年度当時も 2008年度も約 65％であり、機関種別に関わらず全般に設立数が減っているといえる。  
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5 第 3期科学技術基本計画(平成 18年 3月閣議決定)の重点推進 4分野、推進 4分野に対応している。 
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2.5.2 業種 大学発ベンチャーの業種を図表 2-5-2 に示す。2008 年度末時点の内訳で見ると（①）、製造業（36.1％）、サービス業関連（31.4％）、情報通信業（19.6％）の順に多い。設立数の推移を社数ベースで見ると（②）、業種によって設立数のピークの時期は異なるが、近年全般に設立数が減少している。 製造業は2001年度から設立数が急速に増え、2002年度から 2005年度までの4年間は設立数のピークで毎年 85 社前後のベンチャーが設立された。しかし、これ以降は大幅に設立数が減少している。一方、サービス業関連は2002年度から設立数が増加し始め、2005年度に設立数がピークとなり 90 社が設立された。これ以降、サービス業の設立数は製造業の設立数を上回ってきたが、近年の落ち込みにより2008年度の設立数の差はほとんどなくなっている。情報通信業は情報通信分野の設立数とほぼ連動しており、2000 年度、2004 年度の 2度の設立数のピークがある。 
 図表 2-5‐2 業種別ベンチャーの設立状況  










































2.5.3 分野別業種内訳 図表2-5-3に大学発ベンチャーの分野別の業種内訳を示す。ライフサイエンス、ものづくり、ナノテク･材料、環境・エネルギーでは製造業の占める割合が過半数を超えている。情報通信分野では 70.4％が情報通信業で重なっている。社会基盤・フロンティア、その他・不明の分野ではまたサービス業が 60％以上含まれている。サービス業はライフサイエンスや環境・エネルギーでも 30％程度含まれており、サービス業が多様な科学技術分野に広がっているといえる。 








































2.6 設立時における大学との関係 大学と各大学発ベンチャーが設立時にどのような関係があったのかを調査した。本調査では大学発ベンチャーの要件として、以下の 4 つを挙げ、これらのうち 1 つ以上に該当するものを大学発ベンチャーとして集計している6。 （１）大学の教職員・研究職員・ポスドク（教職員等）、学生・院生（学生等）を発明人とする特許をもとに起業したもの（２）（１）以外の大学で達成された研究成果または習得した技術に基づいて起業したもの

























                                                  


















図表 2-6-2 ベンチャーと大学との関係（2008 年度末時点累計）   
















































































「学生・院生」、「その他人材」、「不明」のいずれか 1 つから選択するように依頼している。 
以下では「主体となる人材」が「教職員(研究職員、ポスドク含む)」である場合、「教員発ベンチャ
ー」、「学生・院生」である場合、「学生発ベンチャー」と呼ぶことにする。 
図表 2-7-1 を見ると、2008 年度末時点の全体構成比（①）では学生発ベンチャー21.7％に対し
て、教員発ベンチャーは 64.3％で圧倒的に多い。また機関種別に見ても（②）、教員発ベンチャー
が多い点は共通している。図表 2-4-2 で見たように国立大学発ベンチャーは 1345 社（大学発ベン
チャー全体の 64.4％）で、この 1345 社のうち、教員発は 87.2％（904 社）を占める。この国立大学発
でかつ教員発ベンチャー（904 社）は大学発ベンチャー設立累計全体の 43.3％を占める。一方、
私立大学では学生発ベンチャー（192社）の割合が31.5％あり、国立大学（17.7％）に比べて多い。 
設立数の推移で見ると（③）、教員発ベンチャーは 2000 年度以降急激に増え始め 2003 年度か
ら 2005 年度にかけて設立数は 180 社程度とピークとなっているが、これ以降は毎年大幅に設立数




図表 2‐7‐1 起業主体となった人材の内訳と推移 































































































もに高い割合であるが、学生発では 93.8％と教員発の 73.0％よりも高い。 
分野別に見ると（③）、教員発ではライフサイエンスが 37.5％を占め、学生発の 5.3％と比べて特
に多い。一方、学生発では情報通信が 43.7％を占め、教員発の 18.5％を大きく上回っている。 
業種で見ると（④）、教員発では製造業が 43.2％と学生発の 12.6％よりもかなり多い。学生発で
はサービス業関連の割合が 41.1％（教員発は 29.8％）、情報通信業も 34.4％（教員発は 15.2％）
と多い。 
  
図表 2‐7‐2 教員発ベンチャーと学生発ベンチャーの特徴（2008 年度末時点累計） 






















教員発(N=1343) 学生発(N=453)  


































































上位 20 大学でのベンチャー数のシェアは「②教員発ベンチャー数」の上位 20 大学で教員発ベ
ンチャー数全体の 52.5％、「④学生発ベンチャー数」の上位 20 大学では学生発ベンチャー数の
75.5％を占め、教員発以上に学生発ベンチャーの設立は少数の大学に集中しているといえる。 
 
図表 2-8-1 大学発ベンチャー設立累計ランキング（2008 年度末時点）  
①全体      
教員発 学生発 その他・不明
1 東京大学 国立 147 70.7% 17.7% 11.6%
2 早稲田大学 私立 107 37.4% 44.9% 17.8%
3 大阪大学 国立 82 90.2% 9.8% 0.0%
4 京都大学 国立 79 44.3% 32.9% 22.8%
5 筑波大学 国立 76 39.5% 31.6% 28.9%
6 東北大学 国立 66 47.0% 3.0% 50.0%
7 九州大学 国立 60 66.7% 30.0% 3.3%
8 東京工業大学 国立 52 63.5% 28.8% 7.7%
9 慶應義塾大学 私立 50 52.0% 36.0% 12.0%
北海道大学 国立 46 73.9% 8.7% 17.4%
神戸大学 国立 46 65.2% 26.1% 8.7%
12 九州工業大学 国立 43 53.5% 30.2% 16.3%
名古屋大学 国立 40 92.5% 5.0% 2.5%
広島大学 国立 40 87.5% 12.5% 0.0%
15 日本大学 国立 34 41.2% 52.9% 5.9%
16 立命館大学 国立 31 38.7% 48.4% 12.9%
17 東京農工大学 国立 30 66.7% 3.3% 30.0%
18 デジタルハリウッド大学 私立 28 60.7% 39.3% 0.0%
19 高知工科大学 私立 26 76.9% 19.2% 3.8%

















②教員発ベンチャー数                ③教員一人当たり教員発ベンチャー数（教員発 VB10 社以上） 
実数(a) 構成比(a/b)
1 東京大学 国立 104 70.7% 147
2 大阪大学 国立 74 90.2% 82
3 九州大学 国立 40 66.7% 60
3 早稲田大学 私立 40 37.4% 107
5 名古屋大学 国立 37 92.5% 40
6 京都大学 国立 35 44.3% 79
6 広島大学 国立 35 87.5% 40
8 北海道大学 国立 34 73.9% 46
9 東京工業大学 国立 33 63.5% 52
10 東北大学 国立 31 47.0% 66
11 筑波大学 国立 30 39.5% 76
11 神戸大学 国立 30 65.2% 46
13 慶應義塾大学 私立 26 52.0% 50
14 岡山大学 国立 23 95.8% 24
14 九州工業大学 国立 23 53.5% 43
15 東京農工大学 国立 20 66.7% 30
15 高知工科大学 私立 20 76.9% 26
18 徳島大学 国立 18 85.7% 21
18 奈良先端科学技術大学院大学 国立 18 78.3% 23
20 デジタルハリウッド大学 私立 17 60.7% 28














1 デジタルハリウッド大学 私立 0.327 17 60.7% 28
2 奈良先端科学技術大学院大学 国立 0.087 18 78.3% 23
3 小樽商科大学 国立 0.080 10 100.0% 10
4 高知工科大学 私立 0.074 20 76.9% 26
5 北陸先端科学技術大学院大学 国立 0.065 10 71.4% 14
6 九州工業大学 公立 0.059 23 53.5% 43
7 東京農工大学 国立 0.048 20 66.7% 30
8 豊橋技術科学大学 国立 0.046 10 100.0% 10
9 京都工芸繊維大学 国立 0.042 13 56.5% 23
10 名古屋工業大学 国立 0.039 14 70.0% 20
11 早稲田大学 私立 0.033 40 37.4% 107
12 岩手大学 国立 0.031 13 56.5% 23
13 東京工業大学 国立 0.029 33 63.5% 52
14 大阪大学 国立 0.025 74 90.2% 82
15 東京大学 国立 0.024 104 70.7% 147
16 福井大学 国立 0.023 13 92.9% 14
名古屋市立大学 公立 0.022 10 100.0% 10
神戸大学 国立 0.022 30 65.2% 46
徳島大学 国立 0.021 18 85.7% 21
岐阜大学 国立 0.021 16 88.9% 18
広島大学 国立 0.020 35 87.5% 40












1 早稲田大学 私立 48 44.9% 107
東京大学 国立 26 17.7% 147
京都大学 国立 26 32.9% 79
4 筑波大学 国立 24 31.6% 76
九州大学 国立 18 30.0% 60
慶應義塾大学 私立 18 36.0% 50
日本大学 私立 18 52.9% 34
光産業創成大学院大学 私立 18 100.0% 18
東京工業大学 国立 15 28.8% 52
立命館大学 私立 15 48.4% 31
11 九州工業大学 国立 13 30.2% 43
12 神戸大学 国立 12 26.1% 46
会津大学 公立 11 55.0% 20
デジタルハリウッド大学 私立 11 39.3% 28
15 大阪大学 国立 8 9.8% 82
山口大学 国立 7 33.3% 21
龍谷大学 私立 7 36.8% 19
電気通信大学 国立 6 40.0% 15
名古屋工業大学 国立 6 30.0% 20
茨城大学 国立 5 38.5% 13
和歌山大学 国立 5 45.5% 11
広島大学 国立 5 12.5% 40
佐賀大学 国立 5 62.5% 8
奈良先端科学技術大学院大学 国立 5 21.7% 23
法政大学 私立 5 55.6% 9
















（注）大学の機関種別は 2008 年度末時点の種別とし、高知工科大学は私立に区分した（2009 年 4 月より公立大学法人へ移行）。
③教員一人当たり教員発ベンチャー数では、教員数は大学実態調査 2009（科学技術政策研究所 調査資料 181「大学等におけ







2.9 設立後の変化 2.9.1 存続状況 これまでに設立された大学発ベンチャーのうち、どれくらいがこれまでに存続しているのだろうか。ベンチャーの存続状況を正確に把握することは難しいが、本調査では大学に対して、2008 年度末時点での各ベンチャーの状況を訊ね、存続状況の把握を試みている。「存続していない、あるいは休業や不明」の企業は、2008 年度末時点で「清算・廃業・解散あるいは休眠」、「吸収合併、企業売却」、「休業（実質的な活動が1年以上ないもの）」、「不明」の企業とした。これ以外は存続しているものと考え、2008 年度末時点の組織形態を図表 2-9-1 に示している。 なお「清算・廃業・解散あるいは休眠」のうち、「廃業」とは「事業活動を停止し、以降再開しないこと」を指す。また「解散」は「企業が法人格を消滅させるために必要な清算手続きに移行するための手続き、もしくは法律事実」のことをいう。企業が法人格を消滅させるためには、解散登記→清算手続き（債権債務処理）→清算登記の手続きを取る必要がある。「休眠」は「株式会社であって、当該株式会社に関する登記が最後にあった日から 12年を経過したもの（会社法第 472条）」と定義した。これに対して「休業」は実質的な企業活動が 1年以上ない場合を指すものとして区別している。 図表 2-9-1 を見ると、「存続していると考えられる企業」は全体の 89.8％を占めており、このほとんどが「株式会社・有限会社7」である。これに対して「存続していない、あるいは休業や不明の企業」は 10.2％で、このうちの約半数が「清算・廃業・解散あるいは休眠」した企業である。ただし、大学がすべてのベンチャーの存続状況を正確に把握しているとは考えにくく、「存続していない」実際の企業数は、実際にはもっと多いはずである。 





                                                  
7 新会社法の施行（2006年 5月）により有限会社法は廃止され、有限会社は法律上では会社法上の株式会社となっているため、本調査では「株式会社」と「有限会社」を区別していない。 
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 2.9.2 設立後の変化 （１）概況 ここではベンチャーの存続状況とはやや視点を変えて、大学発ベンチャーの設立後の「変化」に着目した。設立後の変化では「株式公開」、「企業売却・吸収合併」、「一部事業譲渡」、「休業」、「清算・廃業・解散あるいは休眠」の 5つの変化を取り上げ、これらの変化のないものと区別した。 図表 2-9-2 を見ると、設立後に 5つの変化がないものが 89.9％を占めている。設立後の変化の中では「清算・廃業・解散あるいは休眠」が 109 社で最も多いが、それでも全体の 5.6％程度である。ただし、前述のように今回の大学を通じた調査でベンチャーの変化を全て把握することは困難であり、実際はもっと多くのベンチャーで清算や売却などの変化があるものと考えられる。  図表 2‐9‐2 設立後のベンチャーの変化（2008 年度末時点） 
設立後の変化 社数 構成比株式公開 20 1.0%企業売却・吸収合併 37 1.9%一部事業譲渡 2 0.1%休業 31 1.6%清算・廃業・解散/休眠 109 5.6%上記の変化なし 1764 89.9%合計 1963 100.0%
 
 設立後の 5 つの変化の企業の特徴を見るため、①起業主体となった人材別、②機関種別、③分野別、④業種別、⑤大学との関係別で集計し、図表2-9-3を作成した。図表2-9-3から以下のことがわかった。 株式公開した企業では、人材は教員発、機関では国立大学発、分野ではライフサイエンスが多く、それぞれ7、8割を占める。また大学との関係では、株式公開した企業では大学や関連のある VC から設立時に出資を受ける割合が 19.2％と他と比べて明らかに多く、半数が特許以外による技術移転を受けている。 企業売却した企業は、分野では情報通信とライフサイエンスが多く、業種では製造業が 50.0％を占め、大学から特許の移転を受けている割合（45.2％）が株式公開企業（38.5％）よりも多い。 清算・廃業・解散あるいは休眠した企業は、これら変化のない企業と比べて学生発（35.1％）や私立大学発（42.1％）の割合が多く、分野では情報通信（29.4％）やライフサイエンス（24.8％）、8分野以外（26.6％）が多い。       
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ライフサイエンス 情報通信 ものづくり ナノテク・材料環境・エネルギー 社会基盤・フロンティア その他･不明

























株式公開（N=26) 企業売却・吸収合併/一部事業譲渡（N=42) 休業（N=33) 清算・廃業・解散/休眠 (N=114) 変化なし（N=1875)
 （注 1）③、④はベンチャー別で集計し、①、②、⑤は大学別に集計しているため、N数は一致しない。 （注 2）⑤大学との関係は、複数回答を認めており、重複回答あり。 
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新規設立数　（N=1954)株式公開 (N=20)企業売却・吸収合併 (N=35)清算・廃業・解散/休眠 （N=92) 
 （注 1）設立数の棒グラフは大学発ベンチャー1963 社のうち、設立年の判明している 1954 社が対象。 （注 2）変化のあった件数の折れ線グラフは、2008 年度末時点までに「株式公開」、「企業売却・吸収合併」、「清算・廃業・解散/休眠」があった 166 社のうち、変化のあった年が判明している 147 社が対象。 （注 3）年度は当該年の 4 月から翌年 3 月までとし、設立や変化のあった年月のうち、月の判明しないものは当該年の 4 月以降に設立されたものとして集計。 
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 大学等発ベンチャーの株式公開の状況を補足する情報としてわが国における株式公開の動向を市場全体と新興 3市場の動向を参照した（図表 2-9-5）。 図表2-9-5を見ると、わが国では2007年以降株式公開社数が、市場全体（①）で見ても、新興 3市場（②）で見ても大幅に減少している。 新興市場として、従来からあるジャスダックに加えて 1999 年 11 月には東証マザーズ、2000 年 5月にはナスダック･ジャパン（2002 年 12 月から大証ヘラクレスへ）、2007 年 8 月にはジャスダックNEO が開設されている。②のグラフを見ると、マザーズとナスダッ・クジャパン（グラフではヘラクレス）の 2市場での上場件数は2000年には 60件（ジャスダックを含めると 157件）あったが、2007年には48件（ジャスダックを含めると 97件）、2008年には21件（ジャスダックを含めると 40件）と減少し、2009 年度は 5件（ジャスダックを含めると 13 件）になっている。 市場での株式公開社数が近年落ち込む中にあって、大学発ベンチャーからは 2002 年以降2008 年までは株式公開する企業が毎年途切れずに出ている点には注目すべきであろう。  図表 2‐9‐5 わが国の株式公開の推移 ①株式公開社数の推移（全体） 
 
 ②新興 3市場での株式公開社数の推移 
  （出所）あずさ監査法人 HP（株式公開に関する情報） （注）横軸は年度ではなく年単位。 
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2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008株式公開した年度
（社数）
不明（N=1）その他人材発（N=2)学生発（N=4)教員発（N=19)















































2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008企業売却した年度
（社数）
不明（N=1)その他人材発（N=5)学生発（N=10)教員発（N=24)
































図表 2-9-8 を見ると、「清算・廃業・解散あるいは休眠」した企業は国立大学発と教員発で件数が年々増えている。国立大学発では 2006 年度以降 12 件前後の清算等がある。したがって、2006年度以降清算等の件数が高止まっているのは、近年教員発や特に国立大学発で清算等が高止まっているためと考えられる。一方、2006 年度以降ライフサイエンス分野や特許による技術移転がある企業での清算等は減っており、むしろ情報通信分野や特許による技術移転のない企業で清算等が増えている。 


























2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008清算・廃業・解散/休眠した年度
（社数）
不明（N=6)その他人材発（N=14)学生発(N=34）教員発（N=42)






























 （注）①、②、④は大学別に集計しており、③はベンチャー別に集計している。そのため、①、②、④の社数を足した数は③の社数を足した数とは合致しない。                  
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1999 2 000 2001 2002 2003 200 4 2005 2 006 2007 2008 2009株式公開した年度
設立から株式公開までの経過年数
教員発（N=20)学生発（N=4)その他人材発（N=2)不明（N=1)

































1999 2000 2001 2002 2003 200 4 2005 2006 2007 2008 2009株式公開した年度
設立から株式公開までの経過年度
特許による技術移転あり(N=10)特許による技術移転なし(N=16)
 （注１）①、②、④は大学別のベンチャー累計数でプロットしており、③はベンチャー別の累計数でプロットしている。そのため、①、②、④の合計値は③の合計値と合致しない。 （注 2）設立年月並びに株式公開の年月が判明した企業のみが対象で、株式公開した年度は当該年の 4 月から翌年 3 月までとした。 （注 3）設立～株式公開の平均：5.8 年（標準偏差：2.6 年）（ベンチャー別累計数で N=20）。 
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1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009企業売却した（吸収合併された）年度
設立から企業売却・吸収合併までの経過年数
ライフサイエンス（N=12)情報通信(N=10）ものづくり（N=3)ナノテク・材料（N=5)環境・エネルギー（N=2)その他（N=2)
 （注１）①、②、④は大学別のベンチャー設立累計数でプロットしており、③はベンチャー別の累計数でプロットしている。そのため、①、②、④の合計値は③の合計値と合致しない。 （注2）設立年月並びに企業売却・吸収合併の年月が判明した企業のみが対象で、企業売却した年度は当該年の4月から翌年3月までとした。 （注 3）設立～企業売却・吸収合併の平均 4.2 年（標準偏差：2.2 年）（ベンチャー別累計数で N=31） 
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1999 20 00 2001 2002 2 003 2004 2005 2006 2007 2008 2009清算・廃業・解散/休眠した年度
清算・廃業・解散/休眠までの経過年数
国立大学(N=44)公立大学（N=３）私立大学（N=35)高専（N=3)
































1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009清算・廃業・解散/休眠した年度
設立から清算・廃業・解散/休眠までの経過年数
ライフサイエンス(N=21)情報通信(N=24)ものづくり（N=3)ナノテク・材料（N=5)環境・エネルギー（N=6)社会基盤・フロンティア（N=4)その他（N=21)不明（N=1)
 （注１）①、②、④は大学別の累計数でプロットしており、③はベンチャー別の累計数でプロットしている。 （注 2）設立年月並びに「清算・廃業・解散あるいは休眠」した年月が判明した企業のみが対象で、清算等した年度は当該年の 4月から翌年 3月までとした。 （注 3）設立～「清算・廃業・解散あるいは休眠」の平均 3.6 年（標準偏差：2.3 年）（ベンチャー別累計数で N=85） 
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1999 2000 20 01 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009清算・廃業・解散/休眠した年度
清算・廃業・解散/休眠までの経過年数































1999 2000 2001 2002 2 003 2004 2005 2006 200 7 2008 2009清算・廃業・解散/休眠した年度
設立から清算・廃業・解散/休眠までの経過年度































1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009清算・廃業・解散/休眠した年度
設立から清算・廃業・解散/休眠までの経過年数



























































続いて図表2-10-2で起業主体となった人材別に大学とベンチャーとの関係を集計した。①で全体の構成比を比較すると、大学と「関係が続いている」ベンチャーは、学生発 43.3％に対して教員発では 58.8％、「活動実態不明」となるベンチャーは教員発 20.2％に対して学生発では 34.2％となっており、学生発に比べて教員発ベンチャーの方が大学と関係が続くものが多い。②で設立年数別に見ると、教員発、学生発ともに設立が古いベンチャーほど大学から見て「活動実態不明」となる割合が多く、「関係が続いている」割合が少なくなっている。ただし、学生発よりも教員発の方がどの年度で見ても「関係が続いている」割合が多く、学生発ではむしろ「活動実態不明」の割合が多い。これらの結果から、大学発ベンチャーは設立年数が経つほど大学との関係が希薄になるものの、教員発ベンチャーでは学生発に比べて大学との関係が継続している割合が高いといえる。 






















11年以上（N=84) 10年（N=40) 9年（N=79) 8年（N=110) 7年（N=131) 6年（N=158) 5年（N=165) 4年（N=165) 3年（N=138) 2年（N=104) 1年以内（N=61)






































































 （注）上記の分類は文部科学省 高等教育局高等教育企画課「国立大学法人の財務分析上の分類」に基づく。 









































































 (注１）共同・受託研究件数（2004-08年度累計）は内閣府「国立大学法人等の科学技術関係活動に関する調査結果」（平成16～20事業年度）を、教員数は科学技術政策研究所「大学実態調査 2009」を基にして作成。 （注２）本グラフは教員発ベンチャー1社以上が対象（N=67）。データ間の相関係数は 0.610（1％有意）。 （注３）教員一人当たり教員発ベンチャーの平均値（0.02）、教員一人当たりの企業との共同・受託研究件数の平均値（1.08）にそれぞれ参照線を引いている。  
49
 49











0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8
教員一人当たり特許出願件数(2004-08年度累計）
教員一人当たり教員発VB数(08年度末時点）









  本章では 2008 年度末時点までの独立行政法人発ベンチャー（以下、「独法発ベンチャーと呼ぶ」。）の設立状況の分析結果をまとめている。分析に当たっては可能な範囲で大学発ベンチャーと対比させている。 
 3.1 設立累計・設立数の推移 
 わが国の独法発ベンチャーは2008年度末時点で154社である。独法発ベンチャーの設立数の推移を大学発ベンチャーと対比させて図表 3-1-1 に示す。独法発ベンチャーも大学発ベンチャーと同様に 2005 年度の 22 社をピークに以降、設立数が減少している。 
 図表 3‐1‐1 独法発ベンチャーの設立数の推移（大学発ベンチャーとの比較） 
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 （注1）2008年度末までに設立されたベンチャーのうち、設立年の判明した大学発ベンチャー（1954社）、独法発ベンチャー154社が対象。 （注 2）設立年度は当該年の4月から翌年3月までとし、設立年が判明しているものの設立月の不明な企業は4月以降に設立されたものとして集計した。独法発ベンチャー154 社の設立年月はすべて判明済み。 
 3.2 分野・業種  独法発ベンチャーの科学技術分野と業種を図表 3-2-1、3-2-2 にそれぞれ示す。独法発ベンチャーの科学技術分野は大学発ベンチャーと同様にライフサイエンス（34.4％）、情報通信（21.4％）の順に多いが、大学発ベンチャーよりもライフサイエンスの構成比が高い。また大学発ベンチャーと比較して独法発ベンチャーではナノテク・材料（19.5％）やフロンティア（11.0％）が多い。  図表 3‐2‐1 独法発ベンチャーの分野（2008 年度末時点累計） 






 図表 3‐2‐2 独法発ベンチャーの業種（2008 年度末時点累計） 
N ％ N ％製造業 81 52.6% 708 36.1%情報通信業 38 24.7% 617 31.4%サービス業関連 28 18.2% 385 19.6%その他・不明 7 4.5% 253 12.9%154 100.0% 1963 100.0%
業種 独法発VB （参考）大学発VB
 






















 3.5 設立後の変化 独法発ベンチャーの 2008 年度末時点の状況を図表 3-5-1 に示す。独法発ベンチャーでは存続していると考えられる企業が 89.0％、存続していないと考えられる企業あるいは休業や不明の企業が11.0％である。独法発ベンチャーでは大学発ベンチャーに比べて後者がやや多い。また独法発ベンチャーでは大学発ベンチャーとは異なり、LLC（合同会社）、個人事業主の報告はない。  図表 3-5-1 独法発ベンチャーの存続状況（2008 年度末時点）   
N ％ N ％株式会社・有限会社 136 88.3% 1669 85.0%
ＬＬＰ(有限責任事業組合） 1 0.6% 18 0.9%
ＬＬＣ（合同会社） 0 0.0% 30 1.5%
個人事業主 0 0.0% 25 1.3%
その他 0 0.0% 21 1.1%
清算・廃業・解散/休眠 11 7.1% 109 5.6%
吸収合併、企業売却 3 1.9% 37 1.9%
休業 2 1.3% 31 1.6%
不明 1 0.6% 23 1.2%
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 独法発ベンチャーの設立後の変化を図表 3-5-2 に示す。独法発ベンチャーではまだ株式公開、一部事業譲渡の報告はない。大学発ベンチャーと比べて独法発ベンチャーでは清算・廃業・解散、あるいは休眠したベンチャーが 7.1％とやや多い。 
 図表 3-5-2 独法発ベンチャーの設立後の変化（2008 年度末時点）   
N ％ N ％株式公開 0 0.0% 20 1.0%企業売却・吸収合併 3 1.9% 37 1.9%一部事業譲渡 0 0.0% 2 0.1%休業 2 1.3% 31 1.6%清算・廃業・解散/休眠 11 7.1% 109 5.6%上記の変化なし 138 89.6% 1764 89.9%合計 154 100.0% 1963 100.0%
独法発VB （参考）大学発VB設立後の変化
 












11年以上（N=9) 10年（N=5) 9年（N=10) 8年（N=13) 7年（N=15) 6年（N=21) 5年（N=17) 4年（N=20) 3年（N=15) 2年（N=10) 1年以内（N=7)



















	 4.1 分析方法 本章では大学等に対して実施した「大学等発ベンチャー支援、産学連携に関する意識調査（調査票 B）」の結果を分析する。 分析にあたってはアンケート回答機関について産学連携や特許活動およびベンチャー創出実績を踏まえて A、B、C、D の４つのグループに分類した。分類にあたって取り上げた指標は以下の3つである。 ①企業との共同/受託研究件数（2004-08 年度分） ②特許出願件数（2004-08 年度分） ③大学等発ベンチャー設立累計（2008 年度末時点） 
 グループの分類方法について図表 4-1-1 に示す。A グループのみ活動の量を考慮しており、B、C グループは①～③の件数の有無で分類し、D グループには A～C に含まれない大学等がすべて含まれている。Aグループの抽出方法の詳細は次ページに記載している。  図表 4-1-1 意識調査でのグループの分類  
  (注)特許出願件数、企業との共同/受託研究件数はそれぞれ以下の出所からデータを抽出した。 【大学分】 文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課「産学連携等実施状況調査」平成 16-20 年度分  【独法分】 内閣府「独立行政法人、国立大学等の科学技術関係活動に関する調査結果（平成 20事業年度）」  
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 A グループの機関の抽出に当たっては以下の手順を取った。最終的に図表 4-1-2 に示す 63機関を抽出した。 ＜参考：産学連携活動が活発な機関の抽出方法＞  手順 補足説明 （１） 大学データの抽出       独法・国研の回答（21 機関分）を差し引いたもの（２） 産学連携活動実績のある大学のみを抽出      
機関区分 N %国立大学 69 38.1%公立大学 19 10.5%私立大学 76 42.0%大学共同 3 1.7%高専 14 7.7%総計 181 100.0%  
下記の①、②、③のいずれかが 0件を除外  ① 2004-08 年度の特許出願の累積件数（国内外合計） ② 2004-08 年度共同・受託研究の累積件数（企業分：国内外合計） ③ 2008 年度末時点大学等発ベンチャー設立累計  
（３） 特許出願、共同・受託研究件数の上位機関の抽出      
上記データのうち、①と②の合計値で上位 60 大学を抽出 
（４） ベンチャー設立実績を考慮して、60 大学のうち 2大学を入れ替え      ↑↓2 大学を入れ替え    
  *過去 5 年間の①特許出願と②共同・受託研究件数の合計値が大学平均（252.8 件）以上(平均を求める際にはゼロの大学は除外した(N=483))  
（５） 産学連携が活発な独法 3機関を追加       （２）～（３）に従い、上位 3機関抽出 （1）～（5）の手順により、Ａグループでは結果的にベンチャー3社以上の機関が抽出された   
（３）の 60 大学以外で、一定の特許出願、共同・受託研究実績があり*、VB 設立累計が上位の大学 
（３）の 60 大学のうち、VB 設立累計（2008 年度末）1 社のみの大学 
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実績なし 1～5社 6～10社 11～20社 21社～30社 31社以上
企業との共同/受託研究件数 特許出願件数Aグループ（N=63) 27.4 1075.4 641.9Bグループ(N=125) 3.4 136.5 50.8Cグループ(N=119) 　－ 52.1 21.3Dグループ（Ｎ=423) 1.1 7.4 0.0
2004-08年度2008年度末時点ＶＢ設立累計(社）































実績なし（不明含む） 1～100件 101～500件501件～1000件 1001件以上





















































































  （注）各グラフの項目は全体での回答件数の多い順に並び替えている。①グループ別平均点では 1位 3点、2 位 2点、3 位 1点として点数化し、グループ別に各項目の平均点を求めている。 
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 4.2.3 産学連携で重視する活動  産学連携で重視する活動を重視する活動の順に上位 3 つまで調査した（図表 4-2-3）。どのグループでも共同研究・受託研究を圧倒的に重視しており、どのグループも過半数を超える機関が最も重視する活動に挙げている。 




































学生等 のインター ンシ ッ
プ 、企業との教育プ ログラ
ムの共同開発






  （注）各グラフの項目は全体での回答件数の多い順に並び替えている。①グループ別平均点では 1位 3点、2 位 2点、3 位 1点として点数化し、グループ別に各項目の平均点を求めている。  
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4.2.4 産学連携の課題  産学連携の課題について、特に課題を感じる順に上位 3 つまで調査した（図表 4-2-4）。①でグループ別の平均点を見ると、産学連携の目的や重視する活動と比べて全般的に平均点が低く、大学での産学連携の課題はやや分散しているといえる。②を見ると、「産学連携/知財/法務担当人材の確保・充実」がグループ全般に1位の課題に挙げられている。これと同じくらいB、C、Dグループでは「研究者への産学連携に対する啓発活動」を、A グループでは「産学連携相手先の発掘や連携のマッチング」を 1 位で挙げる機関が多い。A グループでは研究者の啓発活動を挙げる機関はほとんどいないことから、研究者への啓発は機関内である程度進み、課題はマッチングなどの対外的な活動へと移行してきたと考えられる。その一方で、産学連携関連の人材の確保・充実は、産学連携の有無や活発さに関わらず大学で問題になっている点には留意すべきであろう。 
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入されている。「ライセンス件数やライセンス収入」は A グループでのみ約 40％の機関で導入され
ている。さらに「ベンチャーへの関与状況」、「産学連携の相手先企業の評価」、「企業での新製品




うか。調査結果を図表 4-3-3 に示す。この結果によれば、A グループの 55.8％を筆頭にグループ
全般に多くの機関で課題があると認識している。 
 



























4.3.3 業績評価の課題の内容  研究者の産学連携・知財活動を評価するにあたって、「課題がある」と認識している機関に対して、課題の内容について具体的に記述するよう依頼したところ、多くのコメントが寄せられた。以下ではコメントを課題の内容別に整理する。なお、コメントはグループ別に並べ、コメント末尾には回答者の機関種別8を付した。 
 （１）評価方法 産学連携・知財活動の業績評価をいかに行うべきか、評価方法に関するコメントが最も多く寄せられた。以下では評価方法に関するコメントを整理して示す。  ①評価項目/基準/枠組みの設定・構築 評価項目・基準をどのように選定し、設定すべきか、どのように広げていくべきか、さらには重みをどのようにつけるかといった点で課題と感じている大学等が多い。そもそも枠組みの構築で苦慮している大学等もある。下記の中では、Dグループの最初のコメント、すなわち「受託研究や外部資金獲得の獲得状況は評価項目に入れているが、これを産学連携に関連するかどうかで区別していない」は他の大学でも当てはまる可能性が大きい。  【Aグループ】 ○産学連携・知財活動のどの要素を評価するべきか具体化していない。（国立大学（中規模病院有）） ○適切な評価の指標及び方法。（国立大学（大規模）） 【B グループ】 ○評価するための基準づくりが必要である。（私立大学） ○産学連携・知財活動の評価項目の充実と明示。 (国立大学（理工系中心）) ○産学連携・知財活動を客観的に評価する方法を確立していない。（私立大学） ○特許の出願及び権利化の件数に対する奨励制度が設けられている。しかし、その他の産学連携活動や知財活動を研究者の業績評価に反映させる仕組みはない。本学のように研究者数の限られた状況で産学連携活動を推進するためには、共同研究・受託研究の件数や企業への技術指導の件数などを業績評価に反映させる仕組みをつくる必要がある。（私立大学）  【C グループ】 ○評価対象とする項目の設定方法や各評価項目に対する実績(数値)をどのように評価点に換算するかの算定方法など。（私立大学） ○評価の対象として「共同研究」、「受託研究」などの件数を反映させるかが、今後の検討課題である。（公立大学）  
                                                  
8 国立大学法人は文部科学省 高等教育局「国立大学法人の財務分析上の分類」の分類に従ってさらに細分化した（P11 参照）。 
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○知財の体制整備から 2 年目であり、今後、評価項目について吟味していく必要性がある。(公立大学） ○共同研究・受託研究の件数、発明特許数等その他の項目が評価項目に掲載されていない。（高専） ○全体的な枠組と具体的な手順の明確化。（高専） 【D グループ】 ○産学連携・知財活動の項目は独立した項目ではなく、他の受託研究件数、外部資金獲得件数と同じ項目であるため、産学連携・知財活動の件数や金額が含まれるか明確には分らない。評価を別途項目としない現状で良いかに検討の余地があるように思われる。（私立大学） ○業績反映できる評価項目の拡大とその評価の重みづけ。（私立大学） ○教員業績システムに入力項目はあるが配点基準が曖昧である。（私立大学） ○評価の会議まで積極発言は出ているが、評価基準の具体化まで進めたい。（私立大学）  ②質の評価  評価方法の中でも特に産学連携・知財活動の「質の評価が課題」と指摘する機関が大学の種別やグループの別に関わらず多い。以下にコメントを示す。 産学連携・知財活動の内容に立ち入って評価できていないとするコメントが多い。産学連携が活発なAグループでも質の評価が不十分という認識が多くあり、「成果に対する評価ができていない」、「発明の届出から特許成立までどのタイミングで評価すべきか分からない」といったコメントがあった。  【Aグループ】 ○件数・金額のみの評価ではなく、その活動を実施したことによる成果（出口）に対する評価がない（短期的評価のみで長期的視点での評価はない）。（国立大学（中規模病院無）） ○本学では、大学情報データベースに「工業所有権」の項目があるが、発明の届出から特許として認められるまでに相当の年月が掛かるため、評価対象とするタイミングが分からない。（国立大学（中規模病院無）） ○特許の内容について、重みを付けていない。有償でない技術指導等が評価対象となっていない。 （私立大学） ○件数が評価されるが、内容が伴っているかを判断する仕組みの導入が困難。（公立大学） ○内容・質の評価。 （国立大学（大規模）） ○好・不景気に左右される項目や数より質に対する評価の方法。（国立大学（理工系中心）） 【B グループ】 ○数値に表しにくい活動の評価。例えば日常的な企業等とのコンタクト等の連携・知財活動。あるいは外部資金でも難易度の違いの表現等。（独立行政法人研究所） ○労苦が評価として十分反映されているとはいい難い。知財に関しては評価に含まれていない。科研費のように「申請及び採択」は評価対象になっていない。（私立大学） ○評価がどうしても金額等の数字で評価をしてしまいがちな点。 （私立大学） 
65
 65
【C グループ】 ○産学連携・知財活動の内容に関して、いわゆる「目利き」が困難であり、件数で評価せざるを得ない状況である。（高専） ○目利き機能の強化 。（私立大学） ○研究の内容（実際に携わっている時間等）による評価ができていない。（私立大学） ○件数や金額等、数値化される成果のみを単年度評価すること。 （私立大学） 【D グループ】 ○単に、受託研究や発明などの業績項目の件数や外部資金などの獲得額などの数量的評価ではなく、研究者の様々な活動・業績が、（社会的に、または、その分野において）どういうレベル・水準にあるかを客観的に、公平に、正当に、質的評価することに、課題（困難）があると感じている。（私立大学） ○経費支弁が小さい。外部資金が、大部分である外部資金の導入だけが評価対象となっている。（私立大学） 
 ③研究分野を踏まえた評価の適正化 大学等からは研究分野の異なる研究者を統一的に評価しづらいという意見も多く寄せられた。これと関連して「部局間の評価の統一化が難しい」という意見も出ている。 




（２）評価の運用（研究者の処遇への反映等） 評価方法に次いで評価の運用についてコメントが多く得られた。産学連携が活発で、業績評価の整備も進んでいると思われる、A グループから評価結果を研究者への処遇にどのように反映していくべきかについて特に多くコメントがあった。下記によれば、A グループには産学連携・知財活動の業績評価の結果、すでに研究費への配分、昇進、採用で反映している機関、賞与で反映する大学もある。しかしながら、これら大学でも研究者への処遇への反映はまだ不十分と捕らえているようである。 




（３）他の評価項目とのバランス 大学等からは産学連携・知財活動の評価と、他の学内業務、特に教育・研究活動で評価のバランスの取り方が難しいとのコメントがあった。特に高専からのコメントが多かった。  【Aグループ】 ○大学における研究者の本来の研究・教育活動とのバランスが難しい。 (国立大学（中規模病院有）） ○他の評価項目とのバランス （国立大学（大規模）） 【B グループ】 ○教育活動とのバランスが難しい。 （高専） 【C グループ】 ○本学では、産学連携や知財活動に対しての評価が低い。 （公立大学） ○他の事項（公務、学生、研究等）に比べて、産学連携・知財活動に対する評価が相対的に低い。 （高専） 【D グループ】 ○他の学内業務と産学連携活動とのバランス （私立大学） ○産学連携・知財活動にとどまらず、研究業績評価制度自体を、望ましい形で機能させるよう制度化を図っていく必要がある。 （私立大学） ○評価項目が多岐にわたり、産学連携・知財活動のウェイトが低い。 （高専） ○産学連携と教育指導のバランスをいかに保つべきかが学校の性質上大きな問題点である。（高専） 
 （４）人材・体制整備 大学等の中では評価に係る人材や体制の整備が不十分であり、これを課題として指摘するコメントもあった。  【Aグループ】 ○評価システムは存在するものの、充分に機能する体制（評価者の能力、評価の透明性や公平性、教職員の理解）が整っていない。 （国立大学（中規模病院無）） ○評価体制が不十分  （国立大学（中規模病院無）） ○担当人材の不足 （国立大学） 【B グループ】 ○事務担当者に専門家がいない。専属のコーディネータが不在。 （高専） ○大学として産学連携を積極的に推進する組織体制がない。従って、研究者の評価も大きく取扱っていない。 (私立大学） 【D グループ】 ○産学連携・知財を一元管理し、評価する委員会ならびに部局が学内に常置されていない。 （私立大学） 
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4.4 景気悪化による産学連携の変化 リーマンショック（2008 年 9 月）以降の景気悪化の影響が産学連携の現場に及んでいるかどうかを探るために、直近 1 年間の景気悪化によって産学連携の変化を感じるかどうかを調査した。なお、本調査は 2009年 7-8月に実施したものである。図表 4-4-1 を見ると、Aグループでは特に景気悪化による変化を感じる機関が 76.2％と多く、産学連携の実績のある機関で特に強く景気悪化を感じている。B、C、D グループになるにつれ、この割合は少なくなっている。 




















 続いて景気悪化の「変化を感じる」と回答した機関に限って、どのような点で変化を感じているか、変化を強く感じる順に上位 3 つまで選択するように依頼した。 











共同研究 ・受託研究 の数 が
少なくな った
学生 の企業 でのインター ン






大学等発 ベンチ ャー の活動
の推進 が困難 にな った
大学等のライセンス先の確
保 が困難 にな った
その他






















共同研究・受託研究の金額が少なくなったAグループ（N=48) Bグループ（N=51) Cグループ（N=31) Dグループ（N=26)
  （注）各グラフの項目は全体での回答件数の多い順に並び替えている。①グループ別平均点では 1位 3点、2 位 2点、3 位 1点として点数化し、グループ別に各項目の平均点を求めている。  図表4-4-2を見ると共同研究・受託研究の「金額」、「数」が少なくなったとする回答がグループを問わず圧倒的に多い。ただし、A グループでは「数」よりもむしろ「金額」が少なくなったと感じる機関が多いが、その他のグループではむしろ「金額」よりも「数」が少なくなったと感じている。 
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ここで 2008 年度から 2009 年度の大学等における企業との共同/受託研究の件数と金額を、文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課技術移転推進室が実施した「平成 21 年度大学等における産学連携実施状況調査」結果で確認した。その結果、大学等において民間企業との共同研究の件数と金額および受託研究の金額は2008年度から2009年度にかけて減少しており、大学等の共同研究・受託研究の「金額」や「数」が少なくなったという認識と概ね対応していることが判明した。具体的には、2009 年度の大学等と企業との共同研究件数は 14,779 件で、前年度比で 195 件（1％）減少し、 また、共同研究の「研究費受入額」は約 295 億円と、過去最高だった前年度比で約 45 億円（13％）減少している。一方、民間企業との「受託研究件数」は 6185 件となり、前年度比で 240 件（4％）増加しているものの、受託研究の「研究費受入額」は約 112億円と、前年度比で約１億円（1％）減少している。 さらに 2008 年夏からの 1 年間企業側の業況、経常利益はどのような状況にあったのかを確認しておく。日銀短観の企業規模別の業況判断 DI を見てみると（図表 4-4-3）、リーマンショック前の2007年から業況判断DIは下降しているが、リーマンショックの起こった2008年度第 3四半期（7-9月）には業況判断 DI は中堅企業、中小企業でマイナスに落ち込み、同年第 4 四半期（10-12 月）には大企業もマイナスとなった。2009年度第 1四半期（1-3月）には企業規模に関わらず業況判断DIはマイナス 50 近くまで落ち込んでいる。 
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また図表 4-4-4 に示したように、企業の経常利益で見ても 2008年第 3四半期から 2009年度第1四半期にかけて特に製造業での経常利益の落ち込みが激しく、2009 年第 1四半期には経常利益の金額がマイナスになっている。2010 年度版中小企業白書によれば、製造業の経常利益がマイナスになったのは、1954 年第 2四半期（4-6 月）以来、初めてである。  図表 4-4-4製造業、非製造業の経常利益 
 
（出所）2010 年度版中小企業白書  これらデータからわかるように 2008 年の夏から 2009 年の夏にかけての 1 年は企業では業況、経常利益が急激に悪化しており、その結果、企業は大学等との共同研究や受託研究に対しても消極的になったと考えられる。 さらに経済産業省が2009年に行った調査では（図表4-4-5）、2009年度の研究開発投資は約 7割の企業で 2007 度よりも減少すると回答している。景気悪化を感じる企業が研究開発投資自体を抑制したことにより、大学等との共同研究・受託研究も件数、金額ともに減少したものと考えられる。 














－30％以上－20～30％－15～20％－10～15％ －5～10％ －5％未満 横ばい ＋5％未満 ＋5％以上
(N=79)
 （出所）経済産業省産業構造審議会「イノベーション力を強化する産業技術政策の在り方（中間報告）～出口を見据えた競争と協調～」平成 21 年 8月 （注）本グラフは経済産業省「企業の研究開発の今後の動向に関するアンケート」(2009 年 3 月実施）結果に基づく。 
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4.5 ベンチャー創出・支援の活動状況 4.5.1 ベンチャー創出・成長支援への取組状況 大学等としてベンチャー創出や成長支援に取り組んでいるかどうか調査した（図表 4-5-1）。図表 4-2-1 で見たように産学連携・知財活動に対しては A、B、Cグループともほぼ 100％の機関で、組織として取り組んでいるとの認識を持っていたが、ベンチャー支援でも同様な結果が得られるだろうか。 図表 4-5-1 を見ると、ベンチャーの支援に組織として取り組んでいる機関の構成比は A、B、C、Dグループの順に少なくなっており、Aグループでは95.2％、ベンチャー創出実績のあるBグループで 54.4％、ベンチャー創出実績のない C、D グループでは 7.6％に留まる。 ちなみにベンチャー設立累計の平均（図表 4-1-3参照）は Aグループの 27.4 社に対して、B グループでは3.4社であることから、ベンチャー創出実績が多い機関では組織的取組も進んでいるものと考えられる。 図表 4-5-1 ベンチャー創出・成長支援への取組状況 
 
 以降の調査結果はベンチャー創出や成長支援に「取り組んでいる」と回答した機関に限って回答を求めたものである。以降でのグループ間の比較分析では、ベンチャー創出や成長支援に組織として「取り組んでいる」と回答した機関がそれぞれ少ない、Cグループ（20機関）と Dグループ（32機関）は 1つに統合して分析することとした。 














































































VBに関わる相談窓口・機能・体制の強化研究者や学生へのVBに対する啓発活動やVB関連講義の整備・充実Aグループ（N=60) Bグループ（N=68) C+Dグループ（N=51・52 )
  （注）各グラフの項目は全体での回答件数の多い順に並び替えている。グループ別平均点は1位 3点、2位 2点、3位 1点として点数化し、グループ別に各項目の平均点を求めている。 




4.5.3 ベンチャー支援の人数 各機関でのベンチャー支援体制を探るため、大学等でベンチャー支援に携わる人数と、このうち JSTや NEDO、自治体等外部からベンチャー支援で派遣される人数について調査した。外部人材として想定しているのはコーディネータなど専門的なノウハウを持つ人材である。 人数を調査するにあたっては、ベンチャー支援に従事する時間で人数をカウントするよう依頼した。具体的には週 5日（40時間）分の従事時間で1名、週１日（8時間）分の従事時間で0.2名とし、延べ人数で集計するように依頼した。以下では支援人数 0名を除いた結果を示す。大学等全体の大学等でのベンチャー支援人数は平均 2.4名（N=144）であった。  図表 4-5-3 大学等におけるベンチャー支援の人数 
①散布図 















  （注）集 5日 40 時間勤務で 1.0名、週 1日 8 時間勤務を 0.2名とし、従事時間での延べ人数で集計するよう依頼した。  
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(N=57)    
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弱まっていると感じる 強まっていると感じる 特に変化はない わからない
 
 なお、ベンチャー支援が「弱まっていると感じる」機関に限り、ベンチャー支援が弱まっている理由を上位 3つまで訊ねた。回答件数が64件と少なかったため、グループ別ではなく回答全体での結果を、図表 4-5-6 に示す。ベンチャー支援が弱まっていると感じる機関では、弱まっている理由として「機関内でのベンチャーへの関心が薄くなった」、「ベンチャー支援による効果が見えにくい、成功事例が出てこない」、「他の産学連携活動、教育活動が忙しくベンチャー支援に手が回らない」といった点を挙げる機関が多かった。 










大学等内 での ベンチ ャー
への関心 が薄くな った
ベンチ ャー支援 による効
果 が見 えにく い 、成功事






引き続き フ ォローする の
が困難 である
ベンチ ャー の新たな シー
ズが出 てこな い
ベンチ ャー のビ ジネス環
境 が悪化 して いる
ベンチ ャー経営 に適 した










ここでは 2008 年 11 月に実施した産学連携活動等が活発な機関における産学連携や知財活動




5.1 分析対象者  
研究者へのアンケートでは大学等発ベンチャーへの関与の有無を調査している。回答者 500 名
中 141 名（28.2％）がベンチャーに関与し、関与していない研究者は 353 名（70.6％）であった（図
表 5-1-1）。以下では不明 6 名（1.2％）を除く研究者を分析対象とする。 














図表 5‐1‐2 大学等発ベンチャーに関与する研究者の役職  
大学等発ベンチャーでの役職 N 構成比
１.代表取締役・社長・会長 25 17.7%
2. 役員（CTOなど1以外） 60 42.6%
3.顧問・アドバイザー・コンサルタント・相談役 23 16.3%


































5.2.2 年齢  
産学連携に積極的な研究者の年齢分布を図表 5-2-2 に示す。分布を見ると、ベンチャーに関
与する研究者はそうでない研究者と比べて「45 歳～50 歳未満」と「60 歳以上」の構成比が高いが、
関与していない研究者は「30 歳～40 歳未満」の構成比が高い。 
両者の平均年齢を算出したところ、ベンチャーに関与する研究者は平均 52.7 歳、関与していな
い研究者は平均 51.1 歳でややベンチャーに関与する研究者の年齢が高い。ｔ検定を行ったところ、
この差は統計的に有意であった（t 値 2.157、自由度 294.9、5％水準）。 
 


















5.2.3 経歴  
産学連携に積極的な研究者に対して、①企業での勤務経験、②他の大学、公的研究機関での
勤務経験、③海外での勤務・留学経験、④大学等での産学連携や知財、ベンチャー支援に関連






図表 5‐2‐3 研究者の経歴 




















































・ 企業から派遣されている研究員の人数（2008 年 10 月 1 日現在） 
 







図表 5‐3‐1 論文数、研究費の獲得・産学連携活動実績 （平均値） 
t 値 自由度 有意確率 (両側)
関与あり 138 40.23 41.694
関与なし 344 37.08 37.470
関与あり 134 2.23 2.546
関与なし 343 2.12 2.263
関与あり 135 2.82 3.323
関与なし 338 1.53 2.274
関与あり 137 15.18 20.105
関与なし 349 14.56 71.581
関与あり 126 12.08 14.180
関与なし 321 9.03 11.355
関与あり 138 1.22 2.113



































る研究者の 2.82 件に対して、関与がない研究者は 1.53 件で、ベンチャーへの関与がある研究者
が公的研究費を多く獲得している（1％水準で有意）。また「企業との共同研究件数」の平均もベン
チャーへの関与がある研究者は 12.08 件で、関与がない研究者の 9.03 件よりも多い（5％水準で有
 79
意）。「企業から派遣されている研究員の人数」の平均は両者とも少ないがベンチャーへの関与が






5.3.2  1000 万円以上の公的研究費の獲得件数 




研究者はそうでない研究者と比べて「4～9 件」の構成比（23.0％）が 2 倍強となっている。 
 






























図表 5‐3‐3 企業との共同研究の件数と総額（2003-07 年度） 






























































図表 5‐4‐1 産学連携のきっかけ 
























































図表 5‐4‐2 産学連携関連の公的研究費の活用状況 










































































項目の中から上位 3 つまで選択するように依頼した。図表 5-4-4 は①平均点（1 位 3 点、2 位 2 点、





図表 5‐4‐4 産学連携活動による研究者自身や研究室への効果の内容（上位 3 項目） 





































































































































図表 5‐4‐5 産学連携活動による外部効果 




















































































図表 5‐5‐2 特許出願と共同研究の関係 







































図表 5‐5‐3 特許出願の相手先（上位 3 項目） 




















































































































 （注）①平均点では 1 位 3 点、2 位 2 点、3 位 1 点として点数化し、各項目の平均点を求めている。 
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図表 5‐5‐5 ライセンシング・譲渡の相手先（上位 3 項目） 
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 （1） 大学発ベンチャーの設立数は減少しているものの、これらのベンチャーの中から株式公開や売却、廃業するベンチャーが現れている。大学発ベンチャーの課題は、「起業数の増加」よりも「設立されたベンチャーの発展や整理」といった設立後のマネジメントに移行してきた。 わが国で大学発ベンチャーの設立数は近年減少している9。この要因のひとつに大学発ベンチャーを巡る環境変化が挙げられる。大学発ベンチャーを巡る環境は設立数が増加した 1999年度から 2005 年度までの 7 年間と、設立数が減少している 2006 年度以降で大きく変化した。例えば、ベンチャー向けの株式市場として従来からあるジャスダックに加えて 1999 年には東証マザーズ、2000年にはナスダック･ジャパン（2002年 12月から大証ヘラクレスへ）が創設された。マザーズ、ナスダック・ジャパン 2市場での上場件数は 2000 年には 60 件（ジャスダックを含めると 157 件）あったが、2007 年には 48 件（ジャスダックを含めると 97 件）、2008 年には 21 件（ジャスダックを含めると 40 件）と減少している。しかしながら、新興市場での株式公開件数が落ち込む中にあって、大学発ベンチャーからの株式公開は2006年度以降も増減はあるが続いている。また大学発ベンチャーでの「企業売却」は 2007年度には 12社あり、清算あるいは休眠した件数は 2006 年度以降 17、18 社で推移しており、これまで設立された大学発ベンチャーの発展や整理が目に見える形となってきている。 平沼経済産業大臣（当時）による「大学発ベンチャー1000 社」計画（2001 年）に代表されるように大学発ベンチャーの設立数を意識した時期もあった。この当時は国立大学教員の役員兼業も緩和され、国立大学教員が自らの研究成果を活用する企業で役員兼業できるようになった（2002 年）。また大学知的財産本部整備事業（2003 年～）の展開や、国立大学の法人化（2004年4月）により、国立大学で研究の成果の普及と活用が重視されたことで、国立大学の研究成果を活用する教員発ベンチャーの設立の増加にもつながったと考えられる。 しかし、ベンチャーの設立された大学に着目すると、国立大学では既に 70 大学（全国立大学の 81.4％）でベンチャーが設立されており、ベンチャーの設立がない大学は、特性上研究成果を活用して起業する形が馴染みにくい教育大学や文系中心の大学の一部である。また新規にベンチャーを設立する大学の数が減っていること等を考えると、大学でのベンチャー設立はある程度進んだものと考えられ、大学発ベンチャーの課題は設立されたベンチャーの発展や整理といった設立後のマネジメントに移行してきたといえよう。 よって今後は発展した大学発ベンチャーの要因分析や設立後のベンチャーのマネジメント手法の分析がさらに必要になってくるであろう。     （2） 研究者はベンチャーに関与することによって一般的な企業連携を通じて獲得する以上の効果を得る可能性がある。 

























1. 大学別大学発ベンチャー数一覧(2008年 3月末現在） 
 











1 東京大学 147 72 聖マリアンナ医科大学 6 120 有明工業高等専門学校 2
2 早稲田大学 107 72 久留米大学 6 120 高エネルギー加速器研究機構 2
3 大阪大学 82 77 帯広畜産大学 5 151 東京学芸大学 1
4 京都大学 79 77 山形大学 5 151 東京海洋大学 1
5 筑波大学 76 77 千葉大学 5 151 滋賀大学 1
6 東北大学 66 77 秋田県立大学 5 151 奈良教育大学 1
7 九州大学 60 77 前橋工科大学 5 151 筑波技術大学 1
8 東京工業大学 52 77 京都府立医科大学 5 151 福島県立医科大学 1
9 慶應義塾大学 50 77 千歳科学技術大学 5 151 情報科学芸術大学院大学 1
10 北海道大学 46 77 中央大学 5 151 静岡県立大学 1
10 神戸大学 46 77 東京電機大学 5 151 京都府立大学 1
12 九州工業大学 43 77 藤田保健衛生大学 5 151 山口県立大学 1
13 名古屋大学 40 77 名城大学 5 151 北九州市立大学 1
13 広島大学 40 77 関西大学 5 151 北海学園大学 1
15 日本大学 34 89 室蘭工業大学 4 151 北海道医療大学 1
16 立命館大学 31 89 北見工業大学 4 151 北海道情報大学 1
17 東京農工大学 30 89 弘前大学 4 151 東北福祉大学 1
18 デジタルハリウッド大学 28 89 秋田大学 4 151 高崎健康福祉大学 1
19 高知工科大学 26 89 福島大学 4 151 跡見学園女子大学 1
20 岡山大学 24 89 高知大学 4 151 共栄大学 1
21 岩手大学 23 89 琉球大学 4 151 東京歯科大学 1
21 静岡大学 23 89 岡山県立大学 4 151 大妻女子大学 1
21 京都工芸繊維大学 23 89 青山学院大学 4 151 国士舘大学 1
21 奈良先端科学技術大学院大学 23 89 工学院大学 4 151 芝浦工業大学 1
25 山口大学 21 89 阪南大学 4 151 玉川大学 1
25 徳島大学 21 89 鳥取環境大学 4 151 多摩美術大学 1
25 東海大学 21 89 広島修道大学 4 151 帝京大学 1
28 名古屋工業大学 20 102 宇都宮大学 3 151 東京家政大学 1
28 会津大学 20 102 埼玉大学 3 151 東京工科大学 1
30 金沢大学 19 102 公立はこだて未来大学 3 151 東京慈恵会医科大学 1
30 三重大学 19 102 横浜市立大学 3 151 東邦大学 1
30 龍谷大学 19 102 兵庫県立大学 3 151 日本医科大学 1
33 岐阜大学 18 102 首都大学東京 3 151 日本女子大学 1
33 光産業創成大学院大学 18 102 北海道工業大学 3 151 星薬科大学 1
35 電気通信大学 15 102 いわき明星大学 3 151 麻布大学 1
35 大阪府立大学 15 102 日本工業大学 3 151 関東学院大学 1
37 福井大学 14 102 東京農業大学 3 151 新潟工科大学 1
37 北陸先端科学技術大学院大学 14 102 桐蔭横浜大学 3 151 金沢医科大学 1
39 茨城大学 13 102 中部大学 3 151 金沢工業大学 1
39 長岡技術科学大学 13 102 京都産業大学 3 151 北陸大学 1
39 近畿大学 13 102 福山大学 3 151 山梨学院大学 1
42 明治大学 12 102 高松大学 3 151 諏訪東京理科大学 1
43 横浜国立大学 11 102 長浜バイオ大学 3 151 静岡文化芸術大学 1
43 和歌山大学 11 102 仙台電波工業高等専門学校 3 151 静岡理工科大学 1
43 大分大学 11 102 情報・システム研究機構 3 151 愛知東邦大学 1
43 同志社大学 11 120 北海道教育大学 2 151 鈴鹿医療科学大学 1
43 福岡大学 11 120 旭川医科大学 2 151 京都薬科大学 1
48 小樽商科大学 10 120 浜松医科大学 2 151 大阪経済大学 1
48 信州大学 10 120 滋賀医科大学 2 151 大阪樟蔭女子大学 1
48 豊橋技術科学大学 10 120 釧路公立大学 2 151 大阪電気通信大学 1
48 鹿児島大学 10 120 札幌医科大学 2 151 倉敷芸術科学大学 1
48 名古屋市立大学 10 120 宮城大学 2 151 広島工業大学 1
53 鳥取大学 9 120 滋賀県立大学 2 151 山口東京理科大学 1
53 香川大学 9 120 広島市立大学 2 151 徳島文理大学 1
53 熊本大学 9 120 長崎県立大学 2 151 産業医科大学 1
53 東京理科大学 9 120 東北工業大学 2 151 福岡工業大学 1
53 法政大学 9 120 東北芸術工科大学 2 151 崇城大学 1
53 大阪産業大学 9 120 足利工業大学 2 151 宮崎産業経営大学 1
59 山梨大学 8 120 埼玉医科大学 2 151 ビジネス・ブレークスルー大学院大学 1
59 愛媛大学 8 120 千葉工業大学 2 151 神戸情報大学院大学 1
59 佐賀大学 8 120 東京経済大学 2 151 一関工業高等専門学校 1
59 長崎大学 8 120 東京女子医科大学 2 151 鶴岡工業高等専門学校 1
59 宮崎大学 8 120 東洋大学 2 151 群馬工業高等専門学校 1
59 岩手県立大学 8 120 神奈川大学 2 151 長野工業高等専門学校 1
59 関西学院大学 8 120 神奈川歯科大学 2 151 豊田工業高等専門学校 1
66 群馬大学 7 120 静岡産業大学 2 151 奈良工業高等専門学校 1
66 東京医科歯科大学 7 120 愛知工業大学 2 151 呉工業高等専門学校 1
66 島根大学 7 120 大阪工業大学 2 151 北九州工業高等専門学校 1
66 北里大学 7 120 大阪商業大学 2 151 佐世保工業高等専門学校 1
66 創価大学 7 120 宝塚造形芸術大学 2 151 八代工業高等専門学校 1
66 岡山理科大学 7 120 広島国際大学 2 151 鹿児島工業高等専門学校 1
72 新潟大学 6 120 四国大学 2 151 神戸市立工業高等専門学校 1
72 富山大学 6 120 明石工業高等専門学校 2 151 自然科学研究機構 1









2．大学発 NPO法人の設立状況（2008 年 3 月末現在） 
 2.1 設立累計・設立数の推移 ・大学発 NPO法人の設立累計は 54法人（独法発および国研発 NPO法人の報告はゼロ） 
 






































 2.2 分野・業種（2008 年度末時点累計） 
分野 N ％ライフサイエンス 10 18.5%情報通信 6 11.1%環境 8 14.8%ナノテク・材料 1 1.9%社会基盤 8 14.8%フロンティア 1 1.9%その他･不明 20 37.0%54 100.0%
業種 N ％製造業 2 3.7%サービス業関連 25 46.3%情報通信業 4 7.4%その他・不明 23 42.6%54 100.0%













2.4 起業主体となった人材（2008 年度末時点累計） 起業主体 N ％教職員発 39 72.2%学生発 6 11.1%その他人材発 2 3.7%不明 7 13.0%54 100.0%   2.5 大学発 NPO法人一覧（2008 年度末時点累計） 
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（２） 回答方法  
WEBでの調査となります。※詳細は別紙にてご確認ください。 
 
（３） 締切  




表する予定です。昨年度調査結果の成果の一部は、科学技術政策研究所の HP にて「NISTEP 




「NISTEP REPORT No.131第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究 イノベー





















③ 調査 ID、パスワード 
 
8．本調査に関する問い合わせ先 
文部科学省 科学技術政策研究所 第３調査研究グループ 
担当：小倉（おぐら）、小島 
電話：            






（２） 回答方法  
WEBでの調査となります。※詳細は別紙にてご確認ください。 
 
（３） 締切  




表する予定です。昨年度調査結果の成果の一部は、科学技術政策研究所の HP にて「NISTEP 




「NISTEP REPORT No.131第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究 イノベー





















③ 調査 ID、パスワード 
 
8．本調査に関する問い合わせ先 
文部科学省 科学技術政策研究所 第３調査研究グループ 
担当：小倉（おぐら）、小島 
電話：            




各高等専門学校事務部長          
各大学共同利用機関研究協力担当部・課長 
各国立研究所技術移転担当部門長 






































電話番号 ：  




















































５．清算・廃業・解散／休眠／他企業に吸収合併  （西暦     年   月） 






１．企業売却（全事業譲渡）／吸収合併  （西暦     年    月） 
２．一部事業譲渡 （西暦     年    月） 
３．株式上場 （西暦     年    月） 


































電話番号 ：  




















































５．清算・廃業・解散／休眠／他企業に吸収合併  （西暦     年   月） 






１．企業売却（全事業譲渡）／吸収合併  （西暦     年    月） 
２．一部事業譲渡 （西暦     年    月） 
３．株式上場 （西暦     年    月） 























a. 昨年度調査（2008年 3月末時点）でベンチャーあり 
１）昨年度調査の記載事項を確認（変更がある場合は修正をお願いします）。 







b. 昨年度調査（2008年 3月末時点）でベンチャーの報告なし 












・ 大学等が関係して設立されたベンチャー（LLP/ LLC /NPO 法人も含む）のうち、以下の条件
に合致するもののみ対象とします。 
 









































       大学等の教職員等、学生等がベンチャーの設立者となったり、その設立に深く関与す 
るなどした起業 

















職員」、「学生等」、「その他」、「不明」の中から 1つのみ選択してください。   

































       大学等の教職員等、学生等がベンチャーの設立者となったり、その設立に深く関与す 
るなどした起業 

















職員」、「学生等」、「その他」、「不明」の中から 1つのみ選択してください。   
















































































付 - 84 
⑤「分野」 
 
・ 本調査における分野は、第 3期科学技術基本計画に基づく科学技術分野となっています。 



































































































付 - 94  
⑤「分野」 
 
・ 本調査における分野は、第 3期科学技術基本計画に基づく科学技術分野となっています。 








































































































































社に関する登記が最後にあった日から 12年を経過したもの」（会社法第 472条）を指します。」 
   「休眠」に該当するか定かではないものの、企業活動が 1 年以上行われていない場合は「休  
業」としてください。税務署に休業届を提出しているかどうかは問いません。 
   「他企業に吸収合併」とは、企業売却（全事業譲渡）/吸収合併されたことにより、法人や組織
として存続していない場合とします。
付 - 106 
⑦「ベンチャーの形態の変化等」 
 



















































付 - 116  
⑦「ベンチャーの形態の変化等」 
 










































































【設問 1】活動の有無、【設問 2】目的、【設問 3】重視する活動、【設問 4】課題、 
【設問 5－7】研究者の評価、【設問 8】景気悪化による影響 
（２）ベンチャー創出・成長支援活動に関する意識 
 【設問 9】ベンチャー支援の有無、【設問 10】重視する活動、【設問 11】特徴的な取組、

































8. その他（                            ） 
 
１位 ２位 ３位 














11. その他（                            ） 
 
１位 ２位 ３位 



























8. その他（                            ） 
 
１位 ２位 ３位 














11. その他（                            ） 
 
１位 ２位 ３位 

























12. その他（                            ） 
 
１位 ２位 ３位 































































8. その他（                            ） 
 
１位 ２位 ３位 






































8. その他（                            ） 
 
１位 ２位 ３位 

































12. その他（                            ） 
 
【これまで重視してきた活動】 
１位 ２位 ３位 




１位 ２位 ３位 





















てください。週５日（40 時間）分の従事時間で 1 人とし、延べ人数で集計してく
ださい。週１日（８時間）分のみ従事する場合は 0.2人として集計してください。 
 
① ベンチャー支援に携わる人数      （    ）人 
 






























てください。週５日（40 時間）分の従事時間で 1 人とし、延べ人数で集計してく
ださい。週１日（８時間）分のみ従事する場合は 0.2人として集計してください。 
 
① ベンチャー支援に携わる人数      （    ）人 
 


























9. その他（                            ） 
 
１位 ２位 ３位 














































































































































大川：             松原：            
        
４．御回答期限： 
調査票Ａ、調査票Ｂ ⇒ 平成20年12月1日（月） 到着 
調査票Ｃ      ⇒ 平成20年12月15日（月） 到着 
 
５．結果の公表： 
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担当：川畑、小倉 
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担当：川畑、小倉 
電話：           

























株式会社日本総合研究所 総合研究部門  
担当：大川、望月、野中、松原  
電話：          または           
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＜その他、第 3期科学技術基本計画フォローアップ調査について＞ 
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電話：           









































































年齢          歳 














企業での勤務経験 あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
他大学、他の公的研究機関での
勤務経験 
あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
海外での勤務・研究経験 
(留学含む) 


















Ａ：500万円未満       Ｂ：500万～1,000万円未満  
Ｃ：1,000万～3,000万円未満 Ｄ：3,000万～5,000万円未満  
Ｅ：5,000万～1億円未満    Ｆ：1億円以上 
（2003～07年度分累積額として該当するものひとつに○）     
企業から派遣されている研究員
の人数 






あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
ありの場合、下記より兼業先の種類について該当するものに○を
つけてください 





あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
ありの場合、下記にも記入してください 
ベンチャー企業名（                  ） 




あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
ありの場合、下記にも記入してください 
在職期間（西暦    年  月～西暦     年  月） 




















年齢          歳 














企業での勤務経験 あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
他大学、他の公的研究機関での
勤務経験 
あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
海外での勤務・研究経験 
(留学含む) 


















Ａ：500万円未満       Ｂ：500万～1,000万円未満  
Ｃ：1,000万～3,000万円未満 Ｄ：3,000万～5,000万円未満  
Ｅ：5,000万～1億円未満    Ｆ：1億円以上 
（2003～07年度分累積額として該当するものひとつに○）     
企業から派遣されている研究員
の人数 






あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
ありの場合、下記より兼業先の種類について該当するものに○を
つけてください 





あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
ありの場合、下記にも記入してください 
ベンチャー企業名（                  ） 




あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
ありの場合、下記にも記入してください 
在職期間（西暦    年  月～西暦     年  月） 



















12. その他（        ） 
 







































13. その他（       ） 
 







































13. その他（       ） 
 









































































13. その他（                               ） 
 






1位（     ）    2位（      ）     3位（      ） 
































13. その他（                               ） 
 






1位（     ）    2位（      ）     3位（      ） 
















































1. 大企業（従業員数 301人以上） 
2. 中小企業（従業員数 51人以上 300人以下） 





8. その他（       ） 
 












1. 大企業（従業員数 301人以上） 
2. 中小企業（従業員数 51人以上 300人以下） 
3. 小規模企業（従業員数 50人以下） 
4. 大学・政府系研究機関発ベンチャー 
5. 大学・政府系研究機関 
6. その他（    ） 
 







1. 大企業（従業員数 301人以上） 
2. 中小企業（従業員数 51人以上 300人以下） 





8. その他（       ） 
 












1. 大企業（従業員数 301人以上） 
2. 中小企業（従業員数 51人以上 300人以下） 
3. 小規模企業（従業員数 50人以下） 
4. 大学・政府系研究機関発ベンチャー 
5. 大学・政府系研究機関 
6. その他（    ） 
 



























10. その他（                        ） 
 
































































14. その他（       ） 
 

































































































































































































国内の全ての大学・高専・大学共同利用機関と 41の独法・国研 計 862機関(2009年 4月時点) 
　国立大学法人（86機関）
NO 機関名 NO 機関名
1 北海道大学 44 名古屋大学
2 北海道教育大学 45 愛知教育大学
3 室蘭工業大学 46 名古屋工業大学
4 小樽商科大学 47 豊橋技術科学大学
5 帯広畜産大学 48 三重大学
6 旭川医科大学 49 滋賀大学
7 北見工業大学 50 滋賀医科大学
8 弘前大学 51 京都大学
9 岩手大学 52 京都教育大学
10 東北大学 53 京都工芸繊維大学
11 宮城教育大学 54 大阪大学
12 秋田大学 55 大阪教育大学
13 山形大学 56 兵庫教育大学
14 福島大学 57 神戸大学
15 茨城大学 58 奈良教育大学
16 筑波大学 59 奈良女子大学
17 宇都宮大学 60 和歌山大学
18 群馬大学 61 鳥取大学
19 埼玉大学 62 島根大学
20 千葉大学 63 岡山大学
21 東京大学 64 広島大学
22 東京医科歯科大学 65 山口大学
23 東京外国語大学 66 徳島大学
24 東京学芸大学 67 鳴門教育大学
25 東京農工大学 68 香川大学
26 東京芸術大学 69 愛媛大学
27 東京工業大学 70 高知大学
28 東京海洋大学 71 福岡教育大学
29 お茶の水女子大学 72 九州大学
30 電気通信大学 73 九州工業大学
31 一橋大学 74 佐賀大学
32 横浜国立大学 75 長崎大学
33 新潟大学 76 熊本大学
34 長岡技術科学大学 77 大分大学
35 上越教育大学 78 宮崎大学
36 富山大学 79 鹿児島大学
37 金沢大学 80 鹿屋体育大学
38 福井大学 81 琉球大学
39 山梨大学 82 北陸先端科学技術大学院大学
40 信州大学 83 奈良先端科学技術大学院大学
41 岐阜大学 84 総合研究大学院大学
42 静岡大学 85 筑波技術大学
43 浜松医科大学 86 政策研究大学院大学  
付 - 41
　公立大学(76機関）
NO 機関名 NO 機関名
1 釧路公立大学 43 奈良県立大学
2 公立はこだて未来大学 44 和歌山県立医科大学
3 札幌医科大学 45 島根県立大学
4 青森県立保健大学 46 岡山県立大学
5 青森公立大学 47 尾道大学
6 岩手県立大学 48 広島市立大学
7 宮城大学 49 下関市立大学
8 秋田県立大学 50 山口県立大学
9 山形県立保健医療大学 51 高知女子大学
10 会津大学 52 北九州市立大学
11 福島県立医科大学 53 九州歯科大学
12 茨城県立医療大学 54 福岡県立大学
13 群馬県立女子大学 55 福岡女子大学
14 高崎経済大学 56 長崎県立大学
15 前橋工科大学 57 熊本県立大学
16 埼玉県立大学 58 大分県立看護科学大学
17 神奈川県立保健福祉大学 59 宮崎県立看護大学
18 横浜市立大学 60 宮崎公立大学
19 新潟県立看護大学 61 沖縄県立看護大学
20 富山県立大学 62 沖縄県立芸術大学
21 石川県立看護大学 63 国際教養大学
22 金沢美術工芸大学 64 兵庫県立大学
23 福井県立大学 65 香川県立保健医療大学
24 都留文科大学 66 愛媛県立医療技術大学
25 長野県看護大学 67 群馬県立県民健康科学大学
26 岐阜県立看護大学 68 石川県立大学
27 岐阜薬科大学 69 山梨県立大学
28 情報科学芸術大学院大学 70 首都大学東京
29 静岡県立大学 71 大阪府立大学
30 愛知県立大学 72 県立広島大学
31 愛知県立看護大学 73 産業技術大学院大学
32 愛知県立芸術大学 74 名寄市立大学
33 名古屋市立大学 75 札幌市立大学








42 奈良県立医科大学  
3．大学等発ベンチャーの設立状況と意識調査 対象機関一覧 
国内の全ての大学・高専・大学共同利用機関と 41の独法・国研 計 862機関(2009年 4月時点) 
　国立大学法人（86機関）
NO 機関名 NO 機関名
1 北海道大学 44 名古屋大学
2 北海道教育大学 45 愛知教育大学
3 室蘭工業大学 46 名古屋工業大学
4 小樽商科大学 47 豊橋技術科学大学
5 帯広畜産大学 48 三重大学
6 旭川医科大学 49 滋賀大学
7 北見工業大学 50 滋賀医科大学
8 弘前大学 51 京都大学
9 岩手大学 52 京都教育大学
10 東北大学 53 京都工芸繊維大学
11 宮城教育大学 54 大阪大学
12 秋田大学 55 大阪教育大学
13 山形大学 56 兵庫教育大学
14 福島大学 57 神戸大学
15 茨城大学 58 奈良教育大学
16 筑波大学 59 奈良女子大学
17 宇都宮大学 60 和歌山大学
18 群馬大学 61 鳥取大学
19 埼玉大学 62 島根大学
20 千葉大学 63 岡山大学
21 東京大学 64 広島大学
22 東京医科歯科大学 65 山口大学
23 東京外国語大学 66 徳島大学
24 東京学芸大学 67 鳴門教育大学
25 東京農工大学 68 香川大学
26 東京芸術大学 69 愛媛大学
27 東京工業大学 70 高知大学
28 東京海洋大学 71 福岡教育大学
29 お茶の水女子大学 72 九州大学
30 電気通信大学 73 九州工業大学
31 一橋大学 74 佐賀大学
32 横浜国立大学 75 長崎大学
33 新潟大学 76 熊本大学
34 長岡技術科学大学 77 大分大学
35 上越教育大学 78 宮崎大学
36 富山大学 79 鹿児島大学
37 金沢大学 80 鹿屋体育大学
38 福井大学 81 琉球大学
39 山梨大学 82 北陸先端科学技術大学院大学
40 信州大学 83 奈良先端科学技術大学院大学
41 岐阜大学 84 総合研究大学院大学
42 静岡大学 85 筑波技術大学
43 浜松医科大学 86 政策研究大学院大学  
付 - 42
　私立大学（591機関）
NO 機関名 NO 機関名 NO 機関名
1 旭川大学 51 筑波学院大学 101 清和大学
2 札幌大学 52 常磐大学 102 千葉経済大学
3 札幌学院大学 53 流通経済大学 103 千葉工業大学
4 札幌国際大学 54 足利工業大学 104 千葉商科大学
5 千歳科学技術大学 55 国際医療福祉大学 105 中央学院大学
6 天使大学 56 作新学院大学 106 帝京平成大学
7 道都大学 57 自治医科大学 107 東京基督教大学
8 苫小牧駒澤大学 58 獨協医科大学 108 東京歯科大学
9 日本赤十字北海道看護大学 59 宇都宮共和大学 109 東京情報大学
10 函館大学 60 白鴎大学 110 東京成徳大学
11 藤女子大学 61 文星芸術大学 111 東洋学園大学
12 北星学園大学 62 関東学園大学 112 日本橋学館大学
13 北海学園大学 63 共愛学園前橋国際大学 113 麗澤大学
14 北海商科大学 64 群馬社会福祉大学 114 和洋女子大学
15 北翔大学 65 上武大学 115 青山学院大学
16 北海道医療大学 66 高崎健康福祉大学 116 亜細亜大学
17 北海道工業大学 67 高崎商科大学 117 上野学園大学
18 北海道情報大学 68 東京福祉大学 118 桜美林大学
19 北海道文教大学 69 跡見学園女子大学 119 大妻女子大学
20 北海道薬科大学 70 共栄大学 120 嘉悦大学
21 酪農学園大学 71 埼玉医科大学 121 学習院大学
22 稚内北星学園大学 72 埼玉学園大学 122 学習院女子大学
23 青森大学 73 埼玉工業大学 123 北里大学
24 青森中央学院大学 74 十文字学園女子大学 124 共立女子大学
25 東北女子大学 75 城西大学 125 杏林大学
26 八戸大学 76 尚美学園大学 126 国立音楽大学
27 八戸工業大学 77 女子栄養大学 127 慶應義塾大学
28 弘前学院大学 78 駿河台大学 128 恵泉女学園大学
29 岩手医科大学 79 聖学院大学 129 工学院大学
30 富士大学 80 西武文理大学 130 国学院大学
31 盛岡大学 81 東京国際大学 131 国際基督教大学
32 石巻専修大学 82 東邦音楽大学 132 国際仏教学大学院大学
33 仙台大学 83 獨協大学 133 国士舘大学
34 仙台白百合女子大学 84 日本工業大学 134 駒澤大学
35 東北学院大学 85 人間総合科学大学 135 駒沢女子大学
36 東北工業大学 86 文教大学 136 実践女子大学
37 東北生活文化大学 87 文京学院大学 137 芝浦工業大学
38 東北福祉大学 88 平成国際大学 138 順天堂大学
39 東北文化学園大学 89 明海大学 139 上智大学
40 東北薬科大学 90 ものつくり大学 140 昭和大学
41 宮城学院女子大学 91 愛国学園大学 141 昭和女子大学
42 ノースアジア大学 92 江戸川大学 142 昭和薬科大学
43 東北芸術工科大学 93 川村学園女子大学 143 白百合女子大学
44 東北公益文科大学 94 神田外語大学 144 杉野朋飾大学
45 いわき明星大学 95 敬愛大学 145 成蹊大学
46 奥羽大学 96 国際武道大学 146 成城大学
47 郡山女子大学 97 秀明大学 147 聖心女子大学
48 東日本国際大学 98 淑徳大学 148 清泉女子大学
49 茨城キリスト教大学 99 城西国際大学 149 聖路加看護大学




NO 機関名 NO 機関名 NO 機関名
151 創価大学 201 東京都市大学 251 金沢星稜大学
152 大正大学 202 武蔵野音楽大学 252 金沢工業大学
153 大東文化大学 203 武蔵野大学 253 金城大学
154 高千穂大学 204 武蔵野美術大学 254 北陸大学
155 拓殖大学 205 明治大学 255 仁愛大学
156 多摩大学 206 明治学院大学 256 福井工業大学
157 玉川大学 207 明治薬科大学 257 帝京科学大学
158 多摩美術大学 208 明星大学 258 身延山大学
159 中央大学 209 目白大学 259 山梨英和大学
160 津田塾大学 210 立教大学 260 山梨学院大学
161 帝京大学 211 立正大学 261 諏訪東京理科大学
162 東海大学 212 ルーテル学院大学 262 長野大学
163 東京医科大学 213 和光大学 263 松本大学
164 東京音楽大学 214 早稲田大学 264 松本歯科大学
165 東京家政大学 215 麻布大学 265 朝日大学
166 東京家政学院大学 216 神奈川大学 266 岐阜経済大学
167 東京経済大学 217 神奈川工科大学 267 岐阜女子大学
168 東京工科大学 218 神奈川歯科大学 268 岐阜聖徳学園大学
169 東京工芸大学 219 鎌倉女子大学 269 中京学院大学
170 東京慈恵会医科大学 220 関東学院大学 270 中部学院大学
171 東京純心女子大学 221 相模女子大学 271 東海学院大学
172 東京女学館大学 222 産業能率大学 272 静岡英和学院大学
173 東京女子大学 223 松蔭大学 273 静岡産業大学
174 東京女子医科大学 224 湘南工科大学 274 静岡文化芸術大学
175 東京女子体育大学 225 昭和音楽大学 275 静岡理工科大学
176 東京神学大学 226 女子美術大学 276 聖隷クリストファー大学
177 東京造形大学 227 聖マリアンナ医科大学 277 常葉学園大学
178 東京電機大学 228 洗足学園音楽大学 278 浜松大学
179 東京農業大学 229 鶴見大学 279 愛知工科大学
180 東京富士大学 230 田園調布学園大学 280 愛知大学
181 東京薬科大学 231 桐蔭横浜大学 281 愛知医科大学
182 東京理科大学 232 東洋英和女学院大学 282 愛知学院大学
183 東邦大学 233 フェリス女学院大学 283 愛知学泉大学
184 桐朊学園大学 234 横浜商科大学 284 富士常葉大学
185 東洋大学 235 敬和学園大学 285 愛知工業大学
186 二松学舎大学 236 国際大学 286 愛知産業大学
187 日本大学 237 長岡大学 287 愛知淑徳大学
188 日本医科大学 238 長岡造形大学 288 愛知文教大学
189 日本歯科大学 239 新潟医療福祉大学 289 愛知みずほ大学
190 日本社会事業大学 240 新潟経営大学 290 桜花学園大学
191 日本獣医生命科学大学 241 新潟工科大学 291 金城学院大学
192 日本女子大学 242 新潟国際情報大学 292 椙山女学園大学
193 日本女子体育大学 243 新潟産業大学 293 星城大学
194 日本赤十字看護大学 244 新潟青陵大学 294 大同工業大学
195 日本体育大学 245 新潟薬科大学 295 中京大学
196 日本文化大学 246 高岡法科大学 296 中京女子大学
197 文化女子大学 247 桐朊学園大学院大学 297 中部大学
198 法政大学 248 富山国際大学 298 東海学園大学
199 星薬科大学 249 金沢医科大学 299 同朊大学
200 武蔵大学 250 金沢学院大学 300 愛知東邦大学  
　私立大学（591機関）
NO 機関名 NO 機関名 NO 機関名
1 旭川大学 51 筑波学院大学 101 清和大学
2 札幌大学 52 常磐大学 102 千葉経済大学
3 札幌学院大学 53 流通経済大学 103 千葉工業大学
4 札幌国際大学 54 足利工業大学 104 千葉商科大学
5 千歳科学技術大学 55 国際医療福祉大学 105 中央学院大学
6 天使大学 56 作新学院大学 106 帝京平成大学
7 道都大学 57 自治医科大学 107 東京基督教大学
8 苫小牧駒澤大学 58 獨協医科大学 108 東京歯科大学
9 日本赤十字北海道看護大学 59 宇都宮共和大学 109 東京情報大学
10 函館大学 60 白鴎大学 110 東京成徳大学
11 藤女子大学 61 文星芸術大学 111 東洋学園大学
12 北星学園大学 62 関東学園大学 112 日本橋学館大学
13 北海学園大学 63 共愛学園前橋国際大学 113 麗澤大学
14 北海商科大学 64 群馬社会福祉大学 114 和洋女子大学
15 北翔大学 65 上武大学 115 青山学院大学
16 北海道医療大学 66 高崎健康福祉大学 116 亜細亜大学
17 北海道工業大学 67 高崎商科大学 117 上野学園大学
18 北海道情報大学 68 東京福祉大学 118 桜美林大学
19 北海道文教大学 69 跡見学園女子大学 119 大妻女子大学
20 北海道薬科大学 70 共栄大学 120 嘉悦大学
21 酪農学園大学 71 埼玉医科大学 121 学習院大学
22 稚内北星学園大学 72 埼玉学園大学 122 学習院女子大学
23 青森大学 73 埼玉工業大学 123 北里大学
24 青森中央学院大学 74 十文字学園女子大学 124 共立女子大学
25 東北女子大学 75 城西大学 125 杏林大学
26 八戸大学 76 尚美学園大学 126 国立音楽大学
27 八戸工業大学 77 女子栄養大学 127 慶應義塾大学
28 弘前学院大学 78 駿河台大学 128 恵泉女学園大学
29 岩手医科大学 79 聖学院大学 129 工学院大学
30 富士大学 80 西武文理大学 130 国学院大学
31 盛岡大学 81 東京国際大学 131 国際基督教大学
32 石巻専修大学 82 東邦音楽大学 132 国際仏教学大学院大学
33 仙台大学 83 獨協大学 133 国士舘大学
34 仙台白百合女子大学 84 日本工業大学 134 駒澤大学
35 東北学院大学 85 人間総合科学大学 135 駒沢女子大学
36 東北工業大学 86 文教大学 136 実践女子大学
37 東北生活文化大学 87 文京学院大学 137 芝浦工業大学
38 東北福祉大学 88 平成国際大学 138 順天堂大学
39 東北文化学園大学 89 明海大学 139 上智大学
40 東北薬科大学 90 ものつくり大学 140 昭和大学
41 宮城学院女子大学 91 愛国学園大学 141 昭和女子大学
42 ノースアジア大学 92 江戸川大学 142 昭和薬科大学
43 東北芸術工科大学 93 川村学園女子大学 143 白百合女子大学
44 東北公益文科大学 94 神田外語大学 144 杉野朋飾大学
45 いわき明星大学 95 敬愛大学 145 成蹊大学
46 奥羽大学 96 国際武道大学 146 成城大学
47 郡山女子大学 97 秀明大学 147 聖心女子大学
48 東日本国際大学 98 淑徳大学 148 清泉女子大学
49 茨城キリスト教大学 99 城西国際大学 149 聖路加看護大学




NO 機関名 NO 機関名 NO 機関名
301 豊田工業大学 351 大阪経済大学 401 神戸薬科大学
302 豊橋創造大学 352 大阪経済法科大学 402 神戸山手大学
303 名古屋音楽大学 353 大阪芸術大学 403 聖和大学
304 名古屋外国語大学 354 大阪工業大学 404 園田学園女子大学
305 名古屋学院大学 355 大阪国際大学 405 宝塚造形芸術大学
306 名古屋学芸大学 356 大阪産業大学 406 姫路獨協大学
307 名古屋経済大学 357 大阪歯科大学 407 兵庫大学
308 名古屋芸術大学 358 大阪樟蔭女子大学 408 兵庫医科大学
309 名古屋産業大学 359 大阪商業大学 409 武庫川女子大学
310 名古屋商科大学 360 大阪体育大学 410 流通科学大学
311 名古屋女子大学 361 大阪電気通信大学 411 帝塚山大学
312 名古屋造形芸術大学 362 大阪人間科学大学 412 天理大学
313 名古屋文理大学 363 大阪観光大学 413 奈良大学
314 南山大学 364 大阪薬科大学 414 奈良産業大学
315 日本福祉大学 365 大阪大谷大学 415 高野山大学
316 人間環境大学 366 追手門学院大学 416 鳥取環境大学
317 藤田保健衛生大学 367 関西大学 417 岡山学院大学
318 名城大学 368 関西医科大学 418 岡山商科大学
319 皇學館大学 369 関西外国語大学 419 岡山理科大学
320 鈴鹿医療科学大学 370 関西福祉科学大学 420 川崎医科大学
321 鈴鹿国際大学 371 近畿大学 421 川崎医療福祉大学
322 三重中京大学 372 四天王寺大学 422 吉備国際大学
323 四日市大学 373 摂南大学 423 倉敷芸術科学大学
324 成安造形大学 374 相愛大学 424 くらしき作陽大学
325 大谷大学 375 帝塚山学院大学 425 山陽学園大学
326 平安女学院大学 376 常盤会学園大学 426 就実大学
327 京都外国語大学 377 梅花女子大学 427 中国学園大学
328 京都学園大学 378 羽衣国際大学 428 ノートルダム清心女子大学
329 京都光華女子大学 379 阪南大学 429 美作大学
330 京都嵯峨芸術大学 380 プール学院大学 430 エリザベト音楽大学
331 京都産業大学 381 太成学院大学 431 呉大学
332 京都女子大学 382 桃山学院大学 432 日本赤十字広島看護大学
333 京都精華大学 383 芦屋大学 433 比治山大学
334 京都造形芸術大学 384 聖トマス大学 434 広島経済大学
335 京都創成大学 385 大手前大学 435 広島工業大学
336 京都橘大学 386 関西国際大学 436 広島国際大学
337 京都ノートルダム女子大学 387 関西福祉大学 437 広島国際学院大学
338 京都文教大学 388 関西学院大学 438 広島修道大学
339 京都薬科大学 389 近畿医療福祉大学 439 広島女学院大学
340 種智院大学 390 甲子園大学 440 広島文教女子大学
341 同志社大学 391 甲南大学 441 福山大学
342 同志社女子大学 392 甲南女子大学 442 福山平成大学
343 花園大学 393 神戸海星女子学院大学 443 安田女子大学
344 佛教大学 394 神戸学院大学 444 宇部フロンティア大学
345 明治国際医療大学 395 神戸芸術工科大学 445 東亜大学
346 立命館大学 396 神戸国際大学 446 徳山大学
347 龍谷大学 397 神戸松蔭女子学院大学 447 梅光学院大学
348 大阪医科大学 398 神戸女学院大学 448 山口福祉文化大学
349 大阪音楽大学 399 神戸女子大学 449 山口東京理科大学
350 大阪学院大学 400 神戸親和女子大学 450 四国大学  
付 - 45
NO 機関名 NO 機関名 NO 機関名
451 徳島文理大学 501 鹿児島国際大学 551 神戸ファッション造形大学
452 四国学院大学 502 鹿児島純心女子大学 552 神戸情報大学院大学
453 高松大学 503 志學館大学 553 映画専門大学院大学
454 聖カタリナ大学 504 第一工業大学 554 大原大学院大学
455 松山大学 505 沖縄大学 555 グロービス経営大学院大学
456 松山東雲女子大学 506 沖縄国際大学 556 日本教育大学院大学
457 九州栄養福祉大学 507 名桜大学 557 文化ファッション大学院大学
458 九州共立大学 508 尚絅学院大学 558 事業創造大学院大学
459 九州国際大学 509 福島学院大学 559 LCA大学院大学
460 九州産業大学 510 浦和大学 560 札幌大谷大学
461 九州情報大学 511 清泉女学院大学 561 了徳寺大学
462 九州女子大学 512 健康科学大学 562 横浜薬科大学
463 久留米大学 513 聖泉大学 563 岐阜医療科学大学
464 久留米工業大学 514 長浜バイオ大学 564 大阪河﨑リハビリテーション大学
465 産業医科大学 515 びわこ成蹊スポーツ大学 565 大阪総合保育大学
466 西南学院大学 516 大阪成蹊大学 566 関西看護医療大学
467 西南女学院大学 517 関西医療大学 567 聖マリア学院大学
468 福岡経済大学 518 千里金蘭大学 568 新潟ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ大学院大学
469 福岡医療福祉大学 519 東大阪大学 569 日本伝統医療科学大学院大学
470 第一薬科大学 520 畿央大学 570 日本医療科学大学
471 筑紫女学園大学 521 放送大学 571 東京未来大学
472 東和大学 522 熊本保健科学大学 572 四日市看護医療大学
473 中村学園大学 523 LEC東京リーガルマインド大学 573 京都医療科学大学
474 西日本工業大学 524 星槎大学 574 森ノ宮医療大学
475 日本赤十字九州国際看護大学 525 創造学園大学 575 神戸夙川学院大学
476 福岡大学 526 日本薬科大学 576 兵庫医療大学
477 福岡工業大学 527 武蔵野学院大学 577 近大姫路大学
478 福岡国際大学 528 千葉科学大学 578 環太平洋大学
479 福岡歯科大学 529 聖母大学 579 山口学芸大学
480 福岡女学院大学 530 八洲学園大学 580 サイバー大学
481 西九州大学 531 静岡福祉大学 581 桐生大学
482 活水女子大学 532 浜松学院大学 582 植草学園大学
483 長崎ウエスレヤン大学 533 愛知新城大谷大学 583 三育学院大学
484 長崎外国語大学 534 日本赤十字豊田看護大学 584 佐久大学
485 長崎国際大学 535 藍野大学 585 修文大学
486 長崎純心大学 536 大阪女学院大学 586 北陸学院大学
487 長崎総合科学大学 537 沖縄キリスト教学院大学 587 神戸常盤大学
488 九州看護福祉大学 538 大宮法科大学院大学 588 福岡女学院看護大学
489 九州ルーテル学院大学 539 情報セキュリティ大学院大学 589 保健医療経営大学
490 熊本学園大学 540 京都情報大学院大学 590 ハリウッド大学院大学
491 尚絅大学 541 デジタルハリウッド大学 591 SBI大学院大学
492 崇城大学 542 秋田看護福祉大学
493 平成音楽大学 543 群馬パース大学
494 日本文理大学 544 白梅学園大学
495 別府大学 545 東京医療保健大学
496 立命館アジア太平洋大学 546 東京聖栄大学
497 九州保健福祉大学 547 ビジネス・ブレークスルー大学院大学
498 南九州大学 548 光産業創成大学院大学
499 宮崎国際大学 549 大阪青山大学
500 宮崎産業経営大学 550 四條畷学園大学  
 
NO 機関名 NO 機関名 NO 機関名
301 豊田工業大学 351 大阪経済大学 401 神戸薬科大学
302 豊橋創造大学 352 大阪経済法科大学 402 神戸山手大学
303 名古屋音楽大学 353 大阪芸術大学 403 聖和大学
304 名古屋外国語大学 354 大阪工業大学 404 園田学園女子大学
305 名古屋学院大学 355 大阪国際大学 405 宝塚造形芸術大学
306 名古屋学芸大学 356 大阪産業大学 406 姫路獨協大学
307 名古屋経済大学 357 大阪歯科大学 407 兵庫大学
308 名古屋芸術大学 358 大阪樟蔭女子大学 408 兵庫医科大学
309 名古屋産業大学 359 大阪商業大学 409 武庫川女子大学
310 名古屋商科大学 360 大阪体育大学 410 流通科学大学
311 名古屋女子大学 361 大阪電気通信大学 411 帝塚山大学
312 名古屋造形芸術大学 362 大阪人間科学大学 412 天理大学
313 名古屋文理大学 363 大阪観光大学 413 奈良大学
314 南山大学 364 大阪薬科大学 414 奈良産業大学
315 日本福祉大学 365 大阪大谷大学 415 高野山大学
316 人間環境大学 366 追手門学院大学 416 鳥取環境大学
317 藤田保健衛生大学 367 関西大学 417 岡山学院大学
318 名城大学 368 関西医科大学 418 岡山商科大学
319 皇學館大学 369 関西外国語大学 419 岡山理科大学
320 鈴鹿医療科学大学 370 関西福祉科学大学 420 川崎医科大学
321 鈴鹿国際大学 371 近畿大学 421 川崎医療福祉大学
322 三重中京大学 372 四天王寺大学 422 吉備国際大学
323 四日市大学 373 摂南大学 423 倉敷芸術科学大学
324 成安造形大学 374 相愛大学 424 くらしき作陽大学
325 大谷大学 375 帝塚山学院大学 425 山陽学園大学
326 平安女学院大学 376 常盤会学園大学 426 就実大学
327 京都外国語大学 377 梅花女子大学 427 中国学園大学
328 京都学園大学 378 羽衣国際大学 428 ノートルダム清心女子大学
329 京都光華女子大学 379 阪南大学 429 美作大学
330 京都嵯峨芸術大学 380 プール学院大学 430 エリザベト音楽大学
331 京都産業大学 381 太成学院大学 431 呉大学
332 京都女子大学 382 桃山学院大学 432 日本赤十字広島看護大学
333 京都精華大学 383 芦屋大学 433 比治山大学
334 京都造形芸術大学 384 聖トマス大学 434 広島経済大学
335 京都創成大学 385 大手前大学 435 広島工業大学
336 京都橘大学 386 関西国際大学 436 広島国際大学
337 京都ノートルダム女子大学 387 関西福祉大学 437 広島国際学院大学
338 京都文教大学 388 関西学院大学 438 広島修道大学
339 京都薬科大学 389 近畿医療福祉大学 439 広島女学院大学
340 種智院大学 390 甲子園大学 440 広島文教女子大学
341 同志社大学 391 甲南大学 441 福山大学
342 同志社女子大学 392 甲南女子大学 442 福山平成大学
343 花園大学 393 神戸海星女子学院大学 443 安田女子大学
344 佛教大学 394 神戸学院大学 444 宇部フロンティア大学
345 明治国際医療大学 395 神戸芸術工科大学 445 東亜大学
346 立命館大学 396 神戸国際大学 446 徳山大学
347 龍谷大学 397 神戸松蔭女子学院大学 447 梅光学院大学
348 大阪医科大学 398 神戸女学院大学 448 山口福祉文化大学
349 大阪音楽大学 399 神戸女子大学 449 山口東京理科大学
350 大阪学院大学 400 神戸親和女子大学 450 四国大学  
高等専門学校（64機関）
大学共同利用機関法人（4機関） 独立行政法人国立高等専門学校機構（55機関）
NO 機関名 NO 機関名 NO 機関名
1 人間文化研究機構 1 函館工業高等専門学校 35 広島商船高等専門学校
2 自然科学研究機構 2 苫小牧工業高等専門学校 36 呉工業高等専門学校
3 高エネルギー加速器研究機構 3 釧路工業高等専門学校 37 徳山工業高等専門学校
4 情報・システム研究機構 4 旭川工業高等専門学校 38 宇部工業高等専門学校
5 八戸工業高等専門学校 39 大島商船高等専門学校
6 一関工業高等専門学校 40 阿南工業高等専門学校
7 宮城工業高等専門学校 41 高松工業高等専門学校
8 仙台電波工業高等専門学校 42 詫間電波工業高等専門学校
9 秋田工業高等専門学校 43 新居浜工業高等専門学校
10 鶴岡工業高等専門学校 44 弓削商船高等専門学校
11 福島工業高等専門学校 45 高知工業高等専門学校
12 茨城工業高等専門学校 46 久留米工業高等専門学校
13 小山工業高等専門学校 47 有明工業高等専門学校
14 群馬工業高等専門学校 48 北九州工業高等専門学校
15 木更津工業高等専門学校 49 佐世保工業高等専門学校
16 東京工業高等専門学校 50 熊本電波工業高等専門学校
17 長岡工業高等専門学校 51 八代工業高等専門学校
18 富山工業高等専門学校 52 大分工業高等専門学校
19 富山商船高等専門学校 53 都城工業高等専門学校
20 石川工業高等専門学校 54 鹿児島工業高等専門学校
21 福井工業高等専門学校 55 沖縄工業高等専門学校
22 長野工業高等専門学校
23 岐阜工業高等専門学校 公立高専（6機関）
24 沼津工業高等専門学校 1 札幌市立高等専門学校
25 豊田工業高等専門学校 2 東京都立航空工業高等専門学校
26 鳥羽商船高等専門学校 3 東京都立工業高等専門学校
27 鈴鹿工業高等専門学校 4 大阪府立工業高等専門学校
28 舞鶴工業高等専門学校 5 神戸市立工業高等専門学校
29 明石工業高等専門学校 6 東京都立産業技術高等専門学校
30 奈良工業高等専門学校
31 和歌山工業高等専門学校 私立高専（3機関）
32 米子工業高等専門学校 1 サレジオ工業高等専門学校
33 松江工業高等専門学校 2 金沢工業高等専門学校







1 情報通信研究機構 1 国立感染症研究所
2 酒類総合研究所 2 国立医薬品食品衛生研究所
3 放射線医学総合研究所 3 国立保健医療科学院
4 防災科学技術研究所 4 国立がんセンター研究所
5 物質・材料研究機構 5 国立循環器病センター研究所
6 理化学研究所 6 国立国際医療センター研究所
7 宇宙航空研究開発機構 7 国立成育医療センター研究所
8 海洋研究開発機構 8 国立精神・神経センター　

































NO 機関名 NO 機関名 NO 機関名
1 人間文化研究機構 1 函館工業高等専門学校 35 広島商船高等専門学校
2 自然科学研究機構 2 苫小牧工業高等専門学校 36 呉工業高等専門学校
3 高エネルギー加速器研究機構 3 釧路工業高等専門学校 37 徳山工業高等専門学校
4 情報・システム研究機構 4 旭川工業高等専門学校 38 宇部工業高等専門学校
5 八戸工業高等専門学校 39 大島商船高等専門学校
6 一関工業高等専門学校 40 阿南工業高等専門学校
7 宮城工業高等専門学校 41 高松工業高等専門学校
8 仙台電波工業高等専門学校 42 詫間電波工業高等専門学校
9 秋田工業高等専門学校 43 新居浜工業高等専門学校
10 鶴岡工業高等専門学校 44 弓削商船高等専門学校
11 福島工業高等専門学校 45 高知工業高等専門学校
12 茨城工業高等専門学校 46 久留米工業高等専門学校
13 小山工業高等専門学校 47 有明工業高等専門学校
14 群馬工業高等専門学校 48 北九州工業高等専門学校
15 木更津工業高等専門学校 49 佐世保工業高等専門学校
16 東京工業高等専門学校 50 熊本電波工業高等専門学校
17 長岡工業高等専門学校 51 八代工業高等専門学校
18 富山工業高等専門学校 52 大分工業高等専門学校
19 富山商船高等専門学校 53 都城工業高等専門学校
20 石川工業高等専門学校 54 鹿児島工業高等専門学校
21 福井工業高等専門学校 55 沖縄工業高等専門学校
22 長野工業高等専門学校
23 岐阜工業高等専門学校 公立高専（5機関）
24 沼津工業高等専門学校 1 札幌市立高等専門学校
25 豊田工業高等専門学校 2 東京都立航空工業高等専門学校
26 鳥羽商船高等専門学校 3 東京都立工業高等専門学校
27 鈴鹿工業高等専門学校 4 大阪府立工業高等専門学校
28 舞鶴工業高等専門学校 5 神戸市立工業高等専門学校
29 明石工業高等専門学校 6 東京都立産業技術高等専門学校
30 奈良工業高等専門学校
31 和歌山工業高等専門学校 私立高専（3機関）
32 米子工業高等専門学校 1 サレジオ工業高等専門学校
33 松江工業高等専門学校 2 金沢工業高等専門学校
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